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第１部 一般的コメント 
１．我が国における人権擁護の制度的側面 
（１）概説 
（ａ）人権擁護推進審議会の答申及び人権擁護法案の提出 
１．１９９６年１２月に成立した人権擁護施策推進法に基づき１９９７年３月に法務省に設

置された人権擁護推進審議会は、１９９９年７月、人権教育・啓発に関する施策の推進に関

する基本的事項について答申し、また２００１年５月に人権救済制度の在り方について、２

００１年１２月に人権擁護委員制度の改革について答申した。政府は、これらの答申を受け

て、２００２年３月、現行の人権擁護制度を抜本的に改革し、政府からの独立性を有する人

権委員会の下で、人権侵害による被害の実効的な救済と人権啓発の推進を図ることを目的と

する人権擁護法案を２００２年３月に国会に提出したが、同法案は２００３年１０月、衆議

院が解散したことに伴って廃案となった。同法案については、引き続き検討していきたい。

（本項は、コア文書第５１項全文を修正するものである。） 
 
（ｂ）人権擁護機関による人権侵犯事件の調査・処理の取扱い件数（２０００年～） 
２．法務省の人権擁護機関が取り扱った人権侵犯事件数は、２０００年が１７，３９１件、

２００１年が１７，７８０件、２００２年が１８，３２３件、２００３年が１８，７８６件

となっている。法務省の人権擁護機関は、様々な人権問題に対して、人権相談及び人権侵犯

事件の調査・処理を通じて、人権侵害による被害の救済及び予防を図っているところである。

ちなみに、２００３年に法務省の人権擁護機関が取り扱った人権侵犯事件の主な内訳は、以

下のとおりである。 
 
 暴行・虐待（夫の妻に対する暴力，児童虐待等）    ５，０９３件（２７％） 
 強制・強要（離婚の強要，職場での嫌がらせ等）    ４，６３２件（２５％） 
 住居・生活の安全（騒音をめぐる近隣間の争い等）   ３，３３０件（１８％） 
 プライバシー関係                  １，２６７件（ ７％）  
 
（２）答申「人権救済制度の在り方について」及び答申「人権擁護委員制度の改革について」 
（ａ）答申「人権救済制度の在り方について」 
３．人権擁護推進審議会は、１９９９年９月から、人権救済制度の在り方について本格的な

調査審議を開始し、２００１年５月に答申した。この答申では、人権救済制度を、簡易・迅

速で利用しやすく、柔軟な救済を可能とする裁判外紛争処理の手法を中心に、最終的な紛争

解決手段である司法的救済を補完するものと位置付け、また、具体的役割として、あらゆる

人権侵害を対象とする総合的な相談とあっせん、指導等の手法による簡易な救済と、差別や

虐待の被害者など、自らの人権を自ら守ることが困難な状況にある人々に対する積極的救済

とを提言している。また、積極的救済の手法として調停、仲裁、勧告・公表、訴訟援助等を



整備すべきであるとし、さらに、救済を行う機関として、政府からの独立性を有する委員会

組織が必要であると提言している。 
 
（ｂ）答申「人権擁護委員制度の改革について」 
４．人権擁護推進審議会は、「人権救済制度の在り方について」の答申後、人権擁護委員制

度の改革について引き続き調査審議を行い、２００１年１２月に答申した。この答申では、

制度発足から５０年余りを経過した人権擁護委員制度を、政府から独立した人権委員会（仮

称）を中心とする新たな人権擁護制度の下で、真に実効性のあるものとするため、人権擁護

委員としての適任者確保の方策や人権擁護委員活動の活性化の方策等、様々な視点から人権

擁護委員制度改革の方策を提言している。 
 
（３）警察及び出入国管理当局による不適正な処遇に対する救済 
（ａ）公権力の行使に当たる公務員による不適正な処遇に対する救済制度 
５．公権力の行使に当たる公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によって違法

に他人に損害を加えたときには、国又は地方公共団体に対し、損害賠償請求をすることがで

きることとされており（国家賠償法第１条第１項）、公権力の行使に当たる公務員による不

適正な処遇が犯罪に該当するときは、刑事訴訟法に従い、告訴又は告発をすることもできる

（同法第２３０条、第２３１条、第２３９条第１項）。 
                                                                                 
（ｂ）入国管理局における被収容者の処遇に関する制度的仕組み 
６．我が国においては、退去強制手続における収容や退去強制令書発付処分等が違法である

と考える被収容者は、人身保護法又は行政事件訴訟法により、これらの適法性について裁判

所の判断を求めることが可能であり、職員の違法な行為に対しては刑事訴追を求め、又は国

家賠償等の訴訟手続により司法的救済を受けることが可能である。 
 
７．特に入国管理局の収容施設における被収容者の処遇については、法令の規定するところ

に従い、被収容者の人権について最大限配慮するとともに、保安上支障がない範囲で、でき

る限りの自由を与えているところであり、外部交通権についても十分に保障されている。加

えて、１９９８年９月には、当該収容施設における処遇の根拠法令である被収容者処遇規則

を改正し、改正後の同規則第２条の２において収容施設の長が被収容者から直接意見を聴取

したり、巡視を行う等して処遇の適正を期すべきことを新たに規定し、処遇の改善に努めて

いたところ、さらに、同年１１月の規約人権委員会の勧告を受け、１９９９年４月以降、意

見箱設置により被収容者から直接意見を聴取する制度を収容施設において実施し、処遇の改

善に役立てている。 
 
８．さらに、被収容者の人権に一層配慮した処遇を行うため、２００１年９月にも同規則の



一部改正を行い、被収容者が自己の処遇に関して不服があるときは、当該収容施設の長に対

し不服を申し出て、最終的には、法務大臣に対して異議を申し出ることを認める不服及び異

議の申出制度を導入し、同年１１月から実施しているところである。 
 
９．我が国においては、入国管理当局に特化した不適正な処遇に対する申立を行うことがで

きる独立した機関は設置されていないものの、上記のとおり、当局が権力を濫用せず、個人

の権利を尊重することを確保するための効果的な制度的仕組みが確立している。 
 
１０．なお、外部交通権については、２００３年３月に被収容者処遇規則を改正し、被収容

者と領事官等以外の者との面会に際しても、入国者収容所長等が入国警備官の立会の必要が

ないと認めるときは、面会の立会を省略することができることとしており、また、設備の整

っている一部の収容施設においては、一定の時間帯において被収容者が職員の立会なしに自

由に電話を使用できることとするなど、被収容者の人権により一層配慮している。 
 
２．日本国憲法における「公共の福祉」の概念  
１１．憲法における「公共の福祉」の概念については、第４回報告及びコア文書第６４項か

ら第６８項において述べたとおり、人権保障も絶対的で一切の制約が認められないというこ

とではなく、主として、基本的人権相互間の調整を図る内在的な制約理念により一定の制限

に服することがある旨を示すものである。したがって、そもそも他人の人権との衝突の可能

性のない人権については、「公共の福祉」による制限の余地はないと考えられている。 
 
１２．さらに、実際に、人権を規制する法令等が合理的な制約であるとして「公共の福祉」

により正当化されるか否かを判断するにあたって、判例は、営業の自由等の経済的自由を規

制する法令については、立法府の裁量を比較的広く認めるのに対し、精神的自由を規制する

法令等の解釈については、厳格な基準を用いている。 
 
１３．「公共の福祉」の概念は、各権利毎に、その権利に内在する性質を根拠に判例等によ

り具体化されており、憲法による人権の制限の内容は、実質的には、本規約による人権の制

限事由の内容とほぼ同様のものとなっている。したがって、「公共の福祉」の概念の下、国

家権力により恣意的に人権が制限されることはあり得ない。 
                                                                                 
１４．基本的人権相互間の調整を図る内在的な制約についての典型的な判例として、次の最

高裁判所１９８６年６月１１日大法廷判決（要旨）がある。 
 言論、出版等の表現行為により名誉侵害を来す場合には、人格権としての個人の名誉の保

護（憲法第１３条）と表現の自由の保障（憲法第２１条）とが衝突し、その調整を要するこ

ととなるので、いかなる場合に侵害行為としてその規制が許されるかについて憲法上慎重な



検討が必要である。憲法第２１条１項の規定には、表現の自由、とりわけ、公共的事項に関

する表現の自由は、特に重要な憲法上の権利として尊重されなければならないという趣旨が

含まれており、同規定はあらゆる表現の自由を無制限に保障しているものではなく、他人の

名誉を害する表現は表現の自由の濫用であって、これを規制することを妨げないものの、右

の趣旨に鑑み、刑事上及び民事上の名誉毀損に当たる行為についても、当該行為が公共の利

害に関する事実にかかり、その目的が専ら公益を図るものである場合には、当該事実が真実

であることの証明があれば、右行為には違法性がなく、また、真実であることの証明がなく

ても、行為者がそれを真実であると誤信したことについて相当の理由があるときは、右行為

には故意又は過失がないと解すべく、これにより人格権としての個人の名誉の保護と表現の

自由の保障との調和が図られている。表現行為に対する事前抑制は、表現の自由を保障し検

閲を禁止する憲法第２１条の趣旨に照らし、厳格かつ明確な要件のもとにおいてのみ許容さ

れうる。 
 
３．本規約と憲法を含む国内法との関係 
１５．本規約と我が国の憲法を含む国内法との関係については、第４回報告で述べたとおり。 
                                                                                 
（本規約と国内法との関係を判示した裁判例） 
１６．訴訟において原告側が本規約の条項を引用して争っている場合に、裁判所が国内の法

律・規則・処分等の当該条項違反の有無を判示している例は次のとおりであり、最高裁判所

において法律・規則・処分等が規約違反とされたものはない。 
 ○最高裁判所１９９７年８月２９日小法廷判決 
 学校教育法等に基づく教科用図書の検定が、意見及び表現の自由を保障した本規約第１９

条の規定に違反するとの主張は採用できないとした裁判例。 
 ○最高裁判所１９９８年１２月１日大法廷決定 
 裁判官が積極的に政治運動をすることを禁止する裁判所法第５２条１号が、裁判官の独立

及び中立・公正を確保することを目的とするものであり、本規約第１９条に違反するとはい

えないことが明らかであるとした裁判例。 
 ○最高裁判所２０００年６月１３日小法廷判決 
 刑事訴訟法第３９条３項の規定は本規約第１４条３（ｂ）及び（ｄ）に違反するものでは

ないとした裁判例。 
 （参考条文） 
 刑事訴訟法第３９条３項 
 検察官、検察事務官又は司法警察職員（司法警察員及び司法巡査をいう。以下同じ。）は、

捜査のため必要があるときは、公訴の提起前に限り、第一項の接見又は授受に関し、その日

時、場所及び時間を指定することができる。但し、その指定は、被疑者が防御の準備をする

権利を不当に制限するようなものであつてはならない。 



 ○最高裁判所２００１年９月２５日小法廷判決 
 不法残留者を保護の対象としていない生活保護法の規定が、本規約等の各規定に違反する

と解することはできないとした裁判例。 
 
４．人権教育・啓発・広報 
（１）答申「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関する

施策の総合的な推進に関する基本的事項について」 
１７．人権擁護推進審議会は、１９９７年５月２７日の第１回会議以降、法務大臣、文部大

臣及び総務庁長官から受けた諮問事項「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるた

めの教育及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する基本的事項について」について審議

を行い、１９９９年７月２９日に答申を行った。 
 
１８．答申においては、国を始めとする人権教育・啓発の実施主体がその役割に応じて相互

に連携協力して人権教育・啓発を総合的かつ効果的に推進する必要があるとした上、そのた

めの諸施策を提言し、政府に対し、これを実現するため、速やかに所要の行財政措置を講ず

ることを要望している。 
 
１９．答申を受け、法務大臣は、談話を発表し、「この答申を最大限尊重し、これを踏まえ

て、人権啓発に関する施策のより一層の充実を図るため、速やかに所要の行財政措置を講じ

てまいりたいと考えております」と述べた。これを受け、答申で提言された施策を実現する

ため、２０００年度政府予算においては、人権啓発関連施策の予算として、合計約３５億１、

０００万円を計上しており、１９９９年度の同予算約１１億５、０００万円と比べると、額

にして約２３億６、０００万円増、３倍強の増額となった。なお、２００４年度の同予算額

は、約４０億円となっている。 
                                                                                 
（２）人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 
２０．「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（２０００年１２月６日公布・施行、平

成１２年法律第１４７号）は、我が国における人権をめぐる情勢にかんがみ、人権教育及び

人権啓発に関する施策の一層の推進のために、人権擁護推進審議会の「人権尊重の理念に関

する国民相互の理解を深めるための教育及び啓発に関する施策の総合的な推進に関する基

本的事項について」の答申（パラ１８）の趣旨を踏まえ、人権教育及び人権啓発に係る基本

理念や国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、人権教育及び人権啓発に

関する基本計画の策定や年次報告等の所要の措置を定めたものである。 
 
２１．なお、本法に基づき、２００２年３月、人権教育・啓発に関する基本計画を閣議決定

により策定し、２００３年３月、本法に基づく第１回年次報告を国会に報告した。２００４



年３月には、第２回年次報告を国会に提出し、その後も毎年国会に報告することとしている。 
 
（３）人権教育１０年の取り組み 
２２．第４回報告で述べたとおり、１９９５年からの「人権教育のための国連１０年」に係

る対策について、関係府省が緊密に連携・協力し、政府一体となった取組を推進するため、

１９９５年１２月、閣議決定により人権教育のための国連１０年推進本部を設置し、関係府

省で我が国としての取組について検討を行ってきたが、１９９７年７月に「人権教育のため

の国連１０年」に関する国内行動計画を取りまとめ、公表した。政府においては、この国内

行動計画に沿って関係府省において関連施策を推進しており、１９９８年度以降、国内行動

計画の推進状況について取りまとめを行っている。 
 
（４）裁判官、検察官、行政官への人権教育 
（ａ）公務員一般 
２３．行政官については、人事院が国家公務員を対象として実施する各種研修において、人

権に関するカリキュラムを設けるとともに、それぞれの府省が実施する研修における人権教

育の充実について、各府省に対して指導を行ってきている。 
 
２４．また、地方公務員については、総務省が自治大学校及び消防大学校において実施して

いる各研修において人権教育の充実を図るとともに、地方公共団体等においても人権教育を

実施している。 
 
２５．法務省では、「人権教育のための国連１０年に関する国内行動計画」及び「人権教育・

啓発に関する基本計画」の趣旨に沿い、人権問題に関して、国家公務員等の理解と認識を深

めることを目的として、中央省庁等の職員を対象とする人権に関する国家公務員等研修会を

毎年２回開催している。また、都道府県及び市区町村の人権啓発行政に携わる職員を対象に

して、その指導者として必要な知識を習得させることを目的とした人権啓発指導者養成研修

会を毎年２回開催している。 
                                                                                 
（ｂ）警察職員 
２６．警察は、犯罪捜査等の人権にかかわりの深い職務を行っていることから、「警察職員

の職務倫理及び服務に関する規則」（２０００年国家公安委員会規則第１号）において、人

権の尊重を大きな柱とする「職務倫理の基本」を定めるとともに、職務倫理に関する教育を

警察における教育の最重点項目に掲げ、人権教育を積極的に実施している。 
 
２７．新たに採用された警察職員や昇任する警察職員に対しては、警察学校における憲法、

刑事訴訟法等の法学や職務倫理の授業等で人権尊重に関する教育を実施している。犯罪捜査、



留置業務、被害者対策等に従事する警察職員に対しては、各級警察学校における専門教育や

警察本部、警察署等の職場における研修会等のあらゆる機会をとらえ、被疑者、被留置者、

被害者等の人権に配意した適正な職務執行を期する上で必要な知識・技能等を修得させるた

めの教育を行っている。 
                                                                                 
（ｃ）裁判官 
２８．裁判所においては、第４回報告に対する規約人権委員会の最終見解（以下「最終見解」

という。）の趣旨を踏まえ、最終見解や規約人権委員会の一般的性格を有する意見を裁判官

に提供する措置がとられていると承知している。 
 
２９．また、裁判官が職務経験年数に応じて義務として受講する研修の場において、国際人

権規約、国際人権や外国人の人権等をテーマとした講義が行われ、最終見解や一般的な性格

を有する意見についても言及されている。また、判事補任官直後の研修においても、上記の

ような国際人権をテーマとした講義が設けられるなど、その充実が図られていると承知して

いる。 
 
３０．なお、裁判官、検察官及び弁護士になるいずれの者も、司法研修所において司法修習

を受けた後、法曹資格を取得するが、この修習期間中には、国際人権規約や規約人権委員会

に関するカリキュラムが組み込まれていると承知している。 
 
（ｄ）検察官 
３１．検察官に対しては、基本的人権を尊重した検察活動を徹底するため、任官後、数次に

わたる各種研修において、人権に関する諸条約における人権保障の内容を含め、各種人権課

題等をテーマとした講義を実施しているほか、日常の業務においても、上司による指導を通

じ、人権尊重に関する理解の増進に努めている。 
 
（ｅ）矯正職員 
３２．矯正職員に対しては、矯正研修所及び同支所における各種研修プログラムにおいて、

被収容者の人権の尊重を図る観点から、憲法及び人権に関する諸条約を踏まえた被収容者の

人権に関する研修を実施しており、その趣旨及び内容について周知し、実務との関連性の理

解を深めるための講義を実施してきている。 
 
３３．加えて、名古屋刑務所刑務官合計８名が革手錠（革製のバンドに、両手首を固定する

円筒型の革の腕輪が付いている構造の手錠）等を用いた暴行により、受刑者１名に重傷を負

わせ、受刑者２名を死亡させたとして、２００２年１１月から２００３年３月にかけて特別

公務員暴行陵虐致死傷罪により公判請求（うち１名については、第１審で有罪判決が言い渡



され、残り７名については、公判係属中である。）されたことの重大性にかんがみ、新たな

人権教育として、本規約を含む人権関係諸条約等を踏まえ、人権に配慮した職務執行につい

て実務に即して学ぶ研修を実施しているほか、社会心理学の立場から矯正施設の人権問題を

考える科目を導入するなど、人権教育の内容充実と受講機会の拡大を図り、矯正職員が被収

容者に対する処遇業務を適正に遂行する上で必要な人権教育の更なる充実強化に努めてい

る。 
 
（ｆ）入管職員 
３４．入管職員に対しては、各種職員研修において、外国人の人権に関する研修を実施して

おり、この中で、本規約を含む人権関係諸条約等について講義を行い、人権に対する意識の

一層の向上を図っている。 
                                                                                 
（５）ＮＧＯとの対話、本規約に関する広報  
（ａ）ＮＧＯとの対話  
３５．政府は、「最終見解」に関し、ＮＧＯ等との対話を随時実施している。また、今回の

報告作成にあたっては、外務省のホームページ上で報告作成に関する意見募集を行い、広く

一般より意見を聴取した。さらには、ＮＧＯの意見を聴くためのヒアリングを開催し、ＮＧ

Ｏとの間で意見交換を行った。我が国では、人権の尊重の促進に向けた民間レベルでの活動

が活発に行われている。また、ＮＧＯが政府の関係部局に対し、施策の提案を行ったり、現

行施策に対する要望等を提出することが頻繁に行われており、政府としても、これらの要望

等も踏まえ、施策の策定に当たっているところである。このようなＮＧＯの活動は、本規約

の効果的な実施に資するものであり、極めて重要であるので、本規約の趣旨に沿った人権の

一層の擁護に向け、今後とも引き続きＮＧＯと協力してく考えである。 
 
（ｂ）本規約に関する広報 
３６．第４回報告及び「最終見解」については、関係省庁間でその意義を共有し、最高裁判

所、衆議院及び参議院事務局、地方自治体並びに要望のあった国会議員、民間団体及び個人

に対し、その和文仮訳とともに配布した。また、これらは、その和文仮訳とともに、外務省

ホームページに掲載し、報道関係者を含め国民等から要望に応じて随時配布している。 
                                                                                



 
第２部 逐条報告 
第１条：自決権 
３７．人民が外部からのいかなる干渉も受けずに、自らの政治的将来を選択する権利は、国

際社会により尊重されてきているところであるが、我が国が、国連憲章及び本条に基づく人

民自決の権利を一貫して認めてきていることは、過去報告に述べたとおりである。 
 
第２条：規約実施義務 
１．外国人問題 
（１）在日外国人問題 
（ａ）指紋押なつ制度の全廃 
３８．第４回報告で述べたとおり、入管法に規定する「永住者」の在留資格をもって在留す

る者（以下「永住者」という。）及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者

等の出入国管理に関する特例法（以下「入管特例法」という。）に規定する特別永住者（以

下「特別永住者」という。）については、１９９３年１月８日施行の外国人登録法の一部を

改正する法律により指紋押なつが廃止された。その後、永住者及び特別永住者以外の外国人

についても、１９９９年８月１３日に成立し２０００年４月１日から施行された外国人登録

法の一部を改正する法律により、指紋押なつが廃止された。 
                                                                                 
（ｂ）外国人労働者の受入れ 
３９．就労目的の外国人の受入れについては、第１次及び第２次出入国管理基本計画の下、

時代の要請や我が国の社会の変化に応じて上陸許可の基準を適宜見直すとの方針に沿って

外国人の受入れを行ってきており、第４回報告記載の政府の基本方針たる「第８次雇用対策

基本計画」に従い、受入れのための体制の整備を図ってきた。 
 
４０．また、その後の政府の基本方針として、１９９９年８月に閣議決定された「第９次雇

用対策基本計画」においても示されているとおり、「我が国の経済社会の活性化や一層の国

際化を図る観点から、専門的、技術的分野の外国人労働者の受入れをより積極的に推進する」

こととし、「いわゆる単純労働者の受入れについては、国内の労働市場にかかわる問題を始

めとして日本の経済社会と国民生活に多大な影響を及ぼすとともに、送出し国や外国人労働

者本人にとっての影響も極めて大きいと予想されることから、国民のコンセンサスを踏まえ

つつ、十分慎重に対応することが不可欠である。」としている。 
 なお、第３次出入国管理基本計画が２００５年３月に策定される予定である。 
 
４１．なお、ビジネス関係者の移動の円滑化に関しては、１９９８年１月に在留資格「企業

内転勤」の最長滞在期間制限５年を撤廃、１９９９年１０月に在留資格「企業内転勤」等の



最長在留期間を１年から３年に伸長、２０００年２月に再入国許可期限の最長有効期間を１

年から３年に伸長、２０００年１２月に在留資格「投資・経営」の上陸許可基準の解釈を明

確化、２００１年１２月にＩＴ技術者に係る上陸許可基準の見直し、等の措置を実施してい

る。 
                                                                                 
（ｃ）職業紹介体制等 
４２．職業安定法においては、職業紹介、職業指導等について国籍等を理由とする差別的取

扱いを受けないことが規定されている（同法第３条）ので、我が国で就労する外国人につい

ても、日本人と同様に職業紹介等を行うこととしている。ただし、求人・求職の内容が法令

に違反するときは、その申し込みを受理しないこととしており（同法第５条の５、第５条の

６）、入管法上不法就労に当たるような職業紹介は行っていない。 
 
４３．外国人労働者の就労環境の一層の整備を図るため、第４回報告記載の「外国人雇用サ

ービスコーナー」について、引き続き、通訳を配置することにより、ニーズに対応した職業

相談、職業紹介を実施している。また、同様に、第４回報告記載の「外国人雇用サービスセ

ンター」について、１９９３年度の東京都に続き、１９９７年度から大阪府に同センターを

設置した。 
 
４４．事業主に対する取組については、第４回報告で述べたとおりである。 
                                                                                 
（ｄ）適正就労の推進等 
４５．外国人の不法就労を防止し、適正な就労を促進する観点から、１９９８年度より、現

地国政府職員等を対象として、我が国の外国人労働者受入れ方針・制度、労働関係法令に関

する情報を提供する「適正就労促進セミナー」を開催している。 
                                                                                 
（ｅ）法務省の人権擁護機関が外国人の人権擁護のために講じている措置  
４６．法務省の人権擁護機関では、人権尊重思想の普及高揚を図る立場から、外国人の人権

擁護のため、積極的な活動を行っている。 
 
４７．具体的には、１９８８年度から２０００年度まで「国際化時代にふさわしい人権意識

を育てよう」を、２００１年度からは「外国人の人権を尊重しよう」を人権週間の強調事項

として掲げ、人権週間中を中心に年間を通じて全国各地で、テレビ、ラジオ放送、新聞紙、

週刊誌等への関連記事の掲載、講演会、座談会、シンポジウム等の開催、啓発冊子の配布等

の啓発活動を実施している。 
 
４８．また、啓発活動の一環として、２００２年度に、外国人に対する差別意識をメインテ



ーマとした人権啓発映画「この街で暮らしたい～外国人の人権を考える～」を作成し、人権

擁護機関が主催する講演会、研修会等において放映しているほか、希望者に対し貸出しを行

っている。 
 
４９．外国人であることを理由としたアパート等への入居拒否、飲食店や公衆浴場における

入店・入浴拒否等の外国人をめぐる各種の人権問題に対しては、人権相談及び人権侵犯事件

の調査・処理を通じて、人権侵害による被害の救済及び予防を図っている。 
 
５０．外国人に対する人権相談については、東京、大阪、名古屋、広島、福岡、高松の各法

務局及び神戸、松山の各地方法務局に「外国人のための人権相談所」を設置し、外国人から

の各種人権相談に応じている。 
 
（２）在日韓国・朝鮮人問題 
（ａ）偏見・差別をなくすための啓発活動 
５１．法務省の人権擁護機関では、本報告第２条１（１）（ｅ）で述べた外国人の人権擁護

のための活動の一つとして、在日韓国・朝鮮人に対する偏見・差別をなくすことを含めた啓

発活動を行っている。 
 
５２．また、２００２年９月の日朝首脳会談において、北朝鮮側が拉致の事実を正式に認め

たこと等から、在日韓国・朝鮮人児童・生徒らに対する嫌がらせ、脅迫、暴行等が発生した

ため、人権擁護機関では在日韓国・朝鮮人児童・生徒が多数利用する通学路等においてパン

フレット・チラシ等の配布、ポスター掲示等の啓発活動を行うとともに、これらの活動を通

じて，在日韓国・朝鮮人児童・生徒に対し、嫌がらせ等を受けたときには、法務省の人権擁

護機関に相談するよう呼びかけを行った。 
 
（ｂ）外国人登録証明書の携帯義務 
５３．特別永住者については、１９９９年の外国人登録法の改正により、外国人登録証明書

の常時携帯義務に違反した場合の罰則が刑事罰である「２０万円以下の罰金」から行政罰で

ある「１０万円以下の過料」に修正され、同改正法は、２０００年４月１日から施行された。 
 
５４．いわゆる不法入国者や不法残留者が多数存在する等の我が国の現状においては、外国

人が合法的な在留者であるか否か等を確認し、その居住関係及び身分関係を即時的に把握す

るため、外国人登録証明書の常時携帯を義務づける制度については、引き続き維持する考え

である。 
                                                                                 
（ｃ）朝鮮学校 



５５．日本国籍を持たない外国人の子女であっても、我が国の公立学校において義務教育を

受けることを希望する場合には、すべて無償で受け入れることとしているが、日本の学校教

育を受けることを希望しない者は、韓国・朝鮮学校、アメリカ人学校、ドイツ人学校等の外

国人学校において教育を受けることも可能である。 
 
５６．１９９９年９月には、日本の学校と異なる教育を行っている外国人学校の卒業者にも

個々人の学力を判断して進学させる道を制度的に開くため、大学入学資格検定（平成１７年

度からは高等学校卒業程度認定試験）の受検資格を拡大し、また、同年８月には、大学院入

学資格についても弾力化し、大学院において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した

者と同等以上の学力があると認めた者で、２２歳に達した者について、当該大学院の入学資

格を認めた。 
 
５７．さらに、２００３年９月には、各大学において、個別の入学資格審査により、高等学

校を卒業した者と同等以上の学力があると認めた者で、１８歳に達した者について、当該大

学の入学資格を認めること等により、外国人学校の卒業者の大学入学資格について弾力化を

行った。 
 
２．障害者施策 
５８．第４回報告記載の「新長期計画」及び「障害者プラン」の終了に伴い、２００２年１

２月には、「障害者基本計画」及び「重点施策実施５か年計画を策定した。「障害者基本計画」

は、「新長期計画」におけるリハビリテーションとノーマライゼーションの理念を継承する

とともに、障害者の社会への参加、参画に向けた施策の一層の推進を図るため、２００３年

度から２０１２年度までの１０年間に講ずべき障害者施策の基本的方向について定めたも

のである。「重点施策実施５か年計画」は、「障害者基本計画」の前期５か年間（２００３年

～２００７年度）において重点的に実施する施策について、数値目標等の達成目標を定めた

ものである。これらに基づいて、我が国は、新しい世紀における障害者施策の推進を図るこ

ととしている。 
 
５９．障害者福祉サービスについては、２００３年４月から、行政がサービスの受け手を特

定しサービス内容を決定する「措置制度」を改め、新たな利用の仕組みである「支援費制度」

に移行した。支援費制度は、障害者自らがサービス提供者を自由に選択し、契約によりサー

ビスを利用する仕組みであり、障害者の自己決定を尊重し、利用者本位のサービスが提供さ

れることを目指すものである。 
 
６０．また、精神障害者施策については、１９９９年に精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律の改正が行われ、都道府県に設置されている精神医療審査会の機能を強化する等、よ



り一層精神障害者の人権に配慮した医療が確保されている。２００２年４月からは精神障害

者に対する福祉施策について、住民に身近な基礎的自治体である市町村が中心となって実施

することとし、精神障害者に対する福祉施策の充実を図ったところである。 
 
６１．さらに、雇用の場における障害者の社会参加については、１９９８年に策定した、そ

の後５年間の障害者雇用対策の展開の在り方を示す障害者雇用対策基本方針（１９９８年度

～２００２年度）に基づき推進してきたところであり、２００３年には、前５年間の状況を

踏まえて、新しい障害者雇用対策基本方針を策定した。また、ノーマライゼーションの観点

から、２００２年５月に「障害者の雇用の促進等に関する法律」を改正し、障害者雇用義務

の軽減措置である除外率制度等を廃止に向けて段階的に縮小していくこととしたところで

ある。 
 
３．第一選択議定書 
６２．本規約の選択議定書が定める個人通報制度については、本規約の実施の効果的な担保

を図るとの趣旨から注目すべき制度であると考えるが、本制度については、我が国憲法の保

障する司法権の独立を含め、司法制度との関連で問題が生じるおそれがあり、慎重に検討す

べきであるとの指摘もあることから、本制度の運用状況等を見つつ、その締結の是非につき

真剣かつ慎重に検討しているところである。１９９９年１２月以降、外務省及び法務省の関

係部局が参加し、本選択議定書に基づく個別具体的な事案を見つつ、個人通報制度が我が国

に適用された場合の影響等について検討する研究会を定期的に開催している。 
                                                                                 
第３条：男女平等原則 
１．男女共同参画社会の実現に向けた推進体制 
６３．２００１年１月、中央省庁等改革に伴い、内閣機能強化の一環として、内閣総理大臣

を長とする内閣府が新たに設置された。その際、男女共同参画社会の実現が２１世紀の最重

要課題の一つであることから、新たに、内閣府に男女共同参画会議及び男女共同参画局が設

置され、我が国における男女共同参画推進体制は格段に充実し、強化された。（別紙①） 
 
（１）男女共同参画会議の設置 
６４．男女共同参画会議は、内閣官房長官を議長とし、１２名の国務大臣と１２名の学識経

験者で構成されている。同会議では男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針や

政策、その他の重要な事項などの調査審議を行うとともに、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の実施状況の監視や、政府の施策が男女共同参画社会の形成に与える影響の調

査を実施している。 
 
６５．同会議の下には、現在、「基本問題専門調査会」「女性に対する暴力に関する専門調査



会」「男女共同参画基本計画に関する専門調査会」「少子化と男女共同参画に関する専門調査

会」「監視・影響調査専門調査会」の５つの専門調査会が設置されており、それぞれ検討を

進めているところである（別紙②）。なお、このほかに「仕事と子育ての両立支援策に関す

る専門調査会」も設置されていたが、こちらについてはすでに任務を終了している。また、

「苦情処理・監視専門調査会」及び「影響調査専門調査会」は、「監視・影響調査専門調査

会の設置に伴い、廃止された。 
 
（２）男女共同参画局の設置 
６６．男女共同参画局は、男女共同参画社会の形成の促進を図るための基本的な政策に関す

る事項の企画立案・総合調整、男女共同参画基本計画の推進等を所掌事務とし、男女共同参

画会議の事務局としての機能も担っている。 
 
６７．また、地方公共団体、民間団体とも連携を図りながら、国民各界・各層において様々

な取組が行われるよう、社会全体としての気運の醸成に努めている。 
 
（３）男女共同参画担当大臣 
６８．強力かつ迅速に男女共同参画に係る政策の調整を行うべく、男女共同参画担当大臣が

置かれている。 
 
２．男女共同参画社会基本法 
６９．日本国憲法には個人の尊重、男女平等の理念がうたわれており、男女平等に向けた法

的取組等は、国際的な動きとも連動しつつ進歩してきたが、なお男女共同参画を総合的に推

進する枠組みの必要性が指摘されており、１９９６年１２月に策定された国内行動計画「男

女共同参画２０００年プラン」において総合的な推進体制の整備として男女共同参画社会の

実現を促進するための基本的な法律について検討を進めることが盛り込まれた。これを受け

て男女共同参画審議会は、１９９８年１１月、男女共同参画社会基本法の必要性や基本理念、

内容等を明らかにし、基本法の制定を提言した「男女共同参画社会基本法について」を答申

した。この答申を踏まえ、１９９９年６月、男女共同参画社会基本法が公布・施行された。 
 
７０．男女共同参画社会基本法では、男女共同参画社会の形成に関する基本理念として、①

男女の人権の尊重、②社会における制度又は慣行についての配慮、③政策等の立案及び決定

への共同参画、④家庭生活における活動と他の活動の両立、⑤国際的協調を掲げており、こ

れらの基本理念を受け、国、地方公共団体及び国民が男女共同参画社会の形成の上で果たす

べき役割を責務として定めている。また、同法は、男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的な施策として、国に対しては男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的か

つ計画的な推進のための中心的な仕組みである男女共同参画基本計画の策定、都道府県に対



しては国の基本計画を勘案した計画の策定を義務付けている。さらに、施策の策定等に当た

って男女共同参画社会の形成に配慮することや、政府の実施する施策についての苦情の処理、

地方公共団体及び民間の団体に対する支援などを規定している。 
 
７１．この男女共同参画社会基本法の制定を受け、２０００年１２月には同法に基づく初め

ての計画である「男女共同参画基本計画」が閣議決定されたほか、現在、すべての都道府県

及び政令指定都市において計画が策定されている。 
 
７２．なお、従来男女共同参画審議会について規定していた同法第３章は、２００１年１月

の中央省庁等改革の際に男女共同参画審議会を発展的に継承した男女共同参画会議の規定

に改正された。 
                                                                                 
３．男女共同参画基本計画 
７３．政府は、２０００年１２月、男女共同参画社会基本法に基づく初めての計画である男

女共同参画基本計画を閣議決定した。この基本計画の策定に当たっては、１９９６年１２月、

男女共同参画推進本部が決定した国内行動計画「男女共同参画２０００年プラン」の内容を

基礎に、男女共同参画審議会答申「男女共同参画基本計画策定に当たっての基本的な考え方」

（２０００年９月）及び「女性に対する暴力に関する基本的方策について」（２０００年７

月）を受け、並びに国連特別総会「女性２０００年会議」（２０００年６月）での成果も踏

まえている。また、本計画の策定過程で国民各層から幅広く意見・要望を聞き、寄せられた

意見等を可能な限り反映するよう努力した。 
 
７４．本計画では、以下の１１の重点目標が掲げられ、それぞれについて２０１０年までを

見通した長期的な施策の方向性と、２００５年度末までに実施する具体的な施策が盛り込ま

れている。政府においては、地方公共団体、国民各層との連携をより一層深めつつ、本計画

に掲げた施策を着実に推進し、男女共同参画社会の形成を期するものである。 
  １１の重点目標 
    ①  政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 
    ②  男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革 
    ③ 雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保 
    ④  農山漁村における男女共同参画の確立 
    ⑤  男女の職業生活と家庭・地域生活の両立の支援 
    ⑥  高齢者等が安心して暮らせる条件の整備 
    ⑦  女性に対するあらゆる暴力の根絶 
    ⑧  生涯を通じた女性の健康支援 
  ⑨ メディアにおける女性の人権の尊重 



    ⑩  男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実 
    ⑪  地球社会の「平等・開発・平和」への貢献 
 
７５．２００５年度までに実施する具体的な施策を定める現在の男女共同参画基本計画に代

わって、新たな計画を策定するため、２００４年７月に政府が男女共同参画基本計画を策定

していく際の基本的な考え方について内閣総理大臣から男女共同参画会議に対して諮問が

行われ、同年１０月から、男女共同参画基本計画に関する専門調査会において、調査検討が

開始されたところである（基本計画のうち、女性に対する暴力に関する部分については、女

性に対する暴力に関する専門調査会において調査検討を行っている。）。 
 
４．女性の政策・方針決定参画状況 
７６．我が国における国政の分野への女性の参画状況のうち、女性国会議員数については別

紙③、国会において女性が就いている役職については、別紙④のとおりである。 
 
７７．また、我が国では政策・方針決定過程への女性の参画の拡大は、男女共同参画基本計

画において、重点目標の一つとされている。この重点目標の柱として、国の審議会等委員へ

の女性の参画の促進、女性国家公務員の採用・登用等の促進等が挙げられている。 
 
７８．国の審議会等委員への女性の参画の促進については、１９９６年５月の男女共同参画

推進本部決定による「２０００年度末までのできるだけ早い時期に２０％を達成する」とい

う当面の目標に向けて取組を進めてきたが、期限より一年早い２０００年３月に２０．４％

となり、目標を達成した。２０００年８月、男女共同参画推進本部は、国の審議会等におけ

る女性委員の登用の当面の目標として、「２００５年度末までのできるだけ早い時期に、ナ

イロビ将来戦略勧告で示された国際的な目標である『３０％』を達成する」こととする決定

を行った。２００４年９月３０日現在の調査では、国の審議会等における女性委員の割合は

２８．２％となっており、各府省においては、目標達成に向け、女性の積極的な登用に努め

ているところである（別紙⑤、別紙⑥）。 
 
７９．人事院は、２０００年の人事院勧告時の報告において、女性の採用・登用の拡大に向

けた施策を各府省が計画的に着実に推進するための指針の策定について検討を進めること

を表明した。男女共同参画基本計画では、人事院に対し、同指針を早期に策定することを求

めていた。２００１年５月、人事院により「女性国家公務員の採用・登用の拡大に関する指

針」が策定され、この指針を受け、男女共同参画推進本部は、「女性国家公務員の採用・登

用等の促進について」の決定を行った。各府省は、この指針及び決定に基づき、女性国家公

務員の採用・登用の拡大に取り組んでいるところである（国家公務員の管理職等における女

性の割合については、別紙⑦）。また、２００１年１２月に閣議決定された「公務員制度大



綱」においても、公務部門における女性の積極的採用、登用を推進する内容が盛り込まれた。 
 
８０．また、２００３年４月の男女共同参画会議で決定された「女性のチャレンジ支援策の

推進に向けた意見」に基づき、男女共同参画推進本部では、ナイロビ将来戦略勧告や諸外国

の状況を踏まえ、「社会のあらゆる分野において、２０２０年までに指導的地位に女性が占

める割合が少なくとも３０％程度になるよう期待する。そのため、政府は民間に先行して積

極的に女性の登用等に取り組むとともに、各分野においてそれぞれ目標数値と達成期限を定

めた自主的な取組が進められることを奨励する。」ことを２００３年６月に決定した。 
 
８１．また、上記「女性のチャレンジ支援策の推進について」（２００３年６月男女共同参

画推進本部決定）に基づき、男女共同参画推進本部では、「女性国家公務員の採用・登用の

一層の拡大を図るため、政府全体としての目標を設置し、目標達成に向けた具体的取組を定

めるなどして、総合的かつ計画的な取組をする」こと等を２００４年４月に決定した。さら

に、この本部決定を受け、当面（２０１０年頃まで）の政府全体としての採用者に占める女

性割合を国家公務員Ⅰ種試験事務系については３０％程度を目標とすること等を各省庁人

事担当課長会議で申し合わせた。 
                                                                                 
５．雇用対策 
（１）雇用状況 
８２．日本の女性雇用者数は、２００３年現在で全雇用者数の約４割を占め、我が国の経済

社会において大きな役割を果たしている。 
 
８３．雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下、「男女

雇用機会均等法」という。）が１９８６年４月１日に施行された後、１９９７年の法改正を

経て、企業における雇用管理の改善が進み、同法の趣旨は着実に浸透してきている。例えば、

配置状況をみると、すべての部門において「いずれの職場にも男女とも配置」している企業

が最も多くなっている。 
 
８４．また、係長、課長、部長相当職に女性が占める割合は、全体で見ると依然として少な

いが、それぞれ増加している（別紙⑧）。なお、女性の管理職が少ない企業に、その理由を

たずねたところ、「必要な知識や経験、判断力を有する女性がいない」が約５割で最も多く

なっている。 
 
８５．過去の雇用慣行や性別役割分担意識などが原因で男女労働者の間に事実上生じている

格差の解消を目的として行う措置、すなわち「女性の能力発揮促進のための企業の積極的取

組（ポジティブ・アクション）」に「既に取り組んでいる」又は「今後取り組むこととして



いるとした企業は約４割となっている。 
                                                                                 
（２）男女雇用機会均等法の遵守措置         
８６．１９９７年に男女雇用機会均等法を改正し、これまで努力義務であった募集・採用、

配置・昇進について女性に対する差別を禁止し、企業名公表制度の創設、調停制度の改善な

どを行ったところである。この改正法は１９９９年４月から全面施行されている。特に調停

制度については、有効に機能することを目的として、紛争の当事者の一方からの申請のみで

も調停が開始できることとなった。また、事業主に比べ弱い立場にある労働者を保護する必

要があること及び調停制度の円滑な運営のためには、労働者にとって利用しやすい制度とす

る必要があることから、労働者が調停の申請を行ったことを理由とする事業主による不利益

な取扱いが禁止された。 
 
８７．厚生労働省の地方支分部局である都道府県労働局の雇用均等室では、男女雇用機会均

等法の周知徹底を図るとともに、男女差別的取扱いを是正するための行政指導を行っている。

また、雇用均等室には、年間約２万件にのぼる男女雇用機会均等法に係る相談が寄せられて

おり、女性労働者と事業主との間の男女均等取扱いに関する個別紛争については、都道府県

労働局長の助言、指導、勧告及び機会均等調停会議の調停により、その迅速な解決を援助し

ている。また、コース別雇用管理制度を導入している企業に対しては、２０００年６月に厚

生労働省が策定した「コース等で区分した雇用管理についての留意事項」に基づき、留意事

項に沿った制度運用が行われるよう指導を行っている。 
 
８８．さらに、男女労働者間に事実上生じている格差を解消するための積極的取組を行うよ

う、企業に対する助言、情報提供等を行うとともに、企業が自ら主体的にポジティブ・アク

ションに取り組むことを促す仕組みとして、行政と経営者団体が連携し、女性の活躍推進協

議会を開催しているところであり、ポジティブ・アクションの取組をさらに広く普及させて

いくこととしている。 
 
８９．なお、男女間の賃金格差については、職種や職務上の地位が男女で異なること、女性

の勤続年数が男性に比べ短いこと等によるところが大きいと考えられるため、男女雇用機会

均等法に基づき、配置や昇進における差別を禁止し、男女均等取扱いの確保を図る等の施策

を進めているところである。 
 
９０．さらに、男女間の賃金格差の要因の分析、企業の賃金・処遇制度等が男女間の賃金格

差に及ぼす影響及び賃金格差縮小に向けての取り組みの方向性について、有識者による研究

会において検討が行われ、２００２年１１月に報告書が取りまとめられた。この報告書の提

言を受け、労使が自主的に男女間賃金格差解消に取り組むためのガイドラインを作成し、現



在、その周知・啓発に努めているところである。あわせて、男女間賃金格差の現状や男女間

賃金格差縮小の進捗状況を継続的にフォローアップするために「男女間の賃金格差レポー

ト」を作成した。 
                                                                                 
（３）育児・介護支援 
（ａ）育児・介護休業法の改正 
９１．我が国においては、少子・高齢化等が進行する中で、労働者が仕事と家庭を容易に両

立させることができるようにすることは、労働者の福祉の増進を図る上でも、経済社会の活

力を維持していく上でも極めて重要な課題となっている。 
 
９２．このため、１９９９年４月からは、従来から認められていた１歳未満の子を養育する

労働者に係る育児休業に加え、要介護状態の対象家族を介護する労働者に対して介護休業の

権利が認められることとなった(「育児休業等に関する法律の一部を改正する法律」(１９９
５年法律第１０７号）ほか、小学校就学前の子を養育し、又は要介護状態の対象家族を介護

する労働者に対して深夜業の制限の権利が認められることとなった（「雇用の分野における

男女の均等な機会及び待遇の確保等のための労働省関係法律の整備に関する法律（１９９７

年法律第９２号））。 
 
９３．また、育児休業の取得や職場復帰をしやすい環境を整備するとともに、労働者が子育

てをしながら働き続ける上で必要な時間を確保するため、育児休業等の申出又は取得を理由

とする不利益取扱いの禁止や小学校就学前の子を養育し、又は要介護状態の対象家族を介護

する労働者に対して時間外労働の制限の権利を認めること等を内容とする「育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正法が２００１年１１月に

成立し、２００２年４月から全面的に施行された。さらに、育児休業制度等をより利用しや

すい仕組みとするため、育児休業及び介護休業の対象労働者の拡大、育児休業期間の延長、

介護休業の取得回数制限の緩和、子の看護休暇制度の創設等を内容とする同法の改正法が２

００４年１２月１日に成立した。 
 
９４．育児休業及び介護休業を取得しやすく、かつ、職場復帰しやすい環境の整備、育児や

介護を行う労働者が働き続けやすい環境の整備等、労働者の職業生活と家庭生活との両立を

支援するための施策を総合的、体系的に推進しているところである。 
 
９５．なお、２００２年に実施された調査（厚生労働省「平成１４年度女性雇用管理基本調

査」：全国の約１０，０００事業所対象）によると、出産者（女性）に占める育児休業取得

者割合は６４．０％、配偶者が出産した者（男性）に占める育児休業取得者割合は０．３３％

であり、育児休業取得者の男女比は、女性の９８．１％に対し男性は１．９％である。また、



同調査によると、 女性労働者に占める介護休業取得者割合は０．０８％、男性労働者に占
める介護休業取得者割合は０．０３％であり、介護休業取得者の男女比は、女性の６６．２％

に対し男性は３３．８％である。 
 
（ｂ）仕事と子育ての両立支援 
９６．また、仕事と子育ての両立支援は我が国の男女共同参画社会の実現に重要かつ緊急の

課題であるとして、２００１年１月、男女共同参画会議の下に「仕事と子育ての両立支援策

に関する専門調査会」が設置された。同年６月には同専門調査会の報告をもとに「仕事と子

育ての両立支援策の方針に関する意見」が男女共同参画会議において決定され、この閣議決

定に基づき「仕事と子育ての両立支援策の方針について」が閣議決定された。同決定では待

機児童ゼロ作戦や放課後児童の受入体制の整備などについて達成数値目標及び期限を盛り

込んでいる。 
 
９７．なお、待機児童ゼロ作戦及び放課後児童の受入体制の整備については、日本の構造改

革の方向を示す「改革工程表」及びその中で実施の緊急性が特に高い施策を盛り込んだ「改

革先行プログラム」にも盛り込まれているところである。 
                                                                                 
６．暴力からの保護 
（１）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 
９８．配偶者からの暴力を防止し、人権擁護と男女平等の実現を図るため、２００１年４月、

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下、「配偶者暴力防止法」と

いう。）が成立し、同年１０月１３日に施行された（配偶者暴力相談支援センターに関する

部分は、２００２年４月１日施行。）。 
 
９９．同法は、２００４年５月に改正（同年１２月２日に施行）された。同改正法の主な内

容は、①「配偶者からの暴力」の定義の拡大、②保護命令制度の拡充、③市町村による配偶

者暴力相談支援センターの業務実施、④被害者の自立支援の明確化等、⑤警察本部長等の援

助、⑥苦情の適切かつ迅速な処理及び⑦外国人、障害者等への対応である。 
  また、同改正法には、内閣総理大臣をはじめとする主務大臣が定める「配偶者からの暴力
の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）」

及びこれに即して各都道府県が定める「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）」に関する規程が盛り込まれ

た。 
 これを受け、主務官庁である内閣府、警察庁、法務省及び厚生労働省が、関係行政機関で

ある総務省、文部科学省及び国土交通省と協議しつつ、一致協力して、政府統一の基本方針

を策定し、２００４年１２月２日の改正法の施行日にこれを官報で告示するとともに、各都



道府県に通知した。 
 この基本方針には、配偶者からの暴力に関する施策の運用について、基本的認識及び施策

実施の基本的な方針等が記されており、都道府県においては、本方針に即し、速やかに基本

計画を策定することとなる。 
 
１００．この法律は、我が国において、配偶者からの暴力の問題を総合的に扱った最初の法

律であり、被害者の相談、カウンセリング、一時保護、各種情報提供などの業務を行う配偶

者暴力相談支援センターについて定めるとともに、被害者が更なる配偶者からの暴力により

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときに、被害者の申立てにより、裁

判所が加害者に対し発する保護命令について定めている。この保護命令には、加害者に対し、

６か月間、被害者の身辺につきまとうことなどを禁止する「接近禁止命令」と、加害者に対

し、２か月間、被害者と生活の本拠を共にしている住居から退去することを命ずる「退去命

令」の２つの類型が用意されている。保護命令に違反した場合は、１年以下の懲役又は１０

０万円以下の罰金に処せられる。２００４年３月末（施行後２年６か月弱）までに発令され

た保護命令件数は、３，０６９件となっている。 
 
１０１．このほか、この法律では、配偶者からの暴力の発見者による通報、職務関係者に対

する研修及び啓発、国民の理解を深めるための教育・啓発、調査研究の推進、民間の団体に

対する援助などについて定めている。 
                                                                                 
（２）関連の取組 
（ａ）取締り 
１０２．警察では、配偶者からの暴力の特性を踏まえ、事案に応じた適切な対応、保護命令

に係る被害者対策、保護命令違反の厳正な取締り等を推進している。 
                                                                                 
１０３．家庭内の暴力や性的虐待であっても、殺人罪、傷害致死罪、傷害罪、暴行罪、逮捕

監禁罪、強制わいせつ罪及び強姦罪等の処罰規定の適用が排除されるものではなく、これら

の処罰規定及び配偶者暴力防止法の罰則を的確に運用し、事案に応じた適切な捜査処理及び

科刑の実現が図られている。 
                                                                                 
（ｂ）政府の取組  
１０４．政府においては、「男女共同参画基本計画」に基づき、夫・パートナーからの暴力

を含む女性に対する暴力に関し、幅広い取組を推進している。また、内閣府に置かれている

男女共同参画会議の女性に対する暴力に関する専門調査会は、配偶者暴力防止法の円滑な施

行に向けた検討を行い、同調査会の報告を受けた男女共同参画会議は、２００１年１０月と

２００２年４月に関係省庁に対し、同法の円滑な施行に向けた意見を述べている。また、同



専門調査会は、２００３年６月に報告書「配偶者暴力防止法の施行状況等について」を取り

まとめ、配偶者暴力相談支援センターにおける相談、一時保護、保護命令の発令等について、

法施行後１年あまりの状況をフォローするとともに、法の見直しに関する論点が整理された。

なお、本報告書は、参議院における法の見直しの検討の参考となった。 
 
１０５．内閣府の主な取組は次のとおりである。 
①職務関係者に対する研修の実施及び研修教材の作成 
②「女性に対する暴力をなくす運動」の実施及びその一環としてのシンポジウムの開催 
③広報ビデオ等の作成及び新聞、テレビなどの各種メディアを通じた広報啓発活動の推進④

配偶者からの暴力に関する実態調査等の実施 
⑤インターネットを通じた情報提供 
 また、２００４年１２月２日の改正配偶者暴力防止法の施行に伴い、内閣府においては、

都道府県の担当者を対象に改正法に基づく基本方針の説明会を開催するとともに、関係通知

を発出し、改正法に関する広報活動を行っている。 
                                                                                 
（ｃ）検察官及び裁判官等に対する研修 
１０６．法務省においては、配偶者からの暴力の被害女性を含む犯罪被害者の保護を適切に

行うため、検察官を始めとする職員に対する各種研修において、被害女性等への配慮や、配

偶者暴力防止法の意義等をテーマとした講義等を実施している。 
 
１０７．また、裁判所においては、裁判官をはじめとする職員に対する各種研修において、

配偶者暴力防止法の意義等についての講義等を実施していると承知している。 
                                                                                 
（ｄ）配偶者暴力相談支援センター 
１０８．配偶者暴力防止法の施行に伴い婦人相談所は、配偶者暴力相談支援センターの中心

として、配偶者からの暴力の防止、被害者の保護のための業務を行う機能を果たすこととな

った。同法第３条において、一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行うと規定されたことから、委託基準を告示し、民間シェル

ター等を対象とした一時保護委託制度を創設した。同条には、被害者が同伴する家族の保護

も同時に規定されており、この一時保護委託制度により、被害者及びその同伴する家族、配

偶者からの追跡等に対し被害者の状況に応じた適正な保護が実施されることとなっている。 
 
１０９．また、配偶者からの暴力はいつ発生するかわからず、被害者からの緊急相談への迅

速な対応が求められているが、現状では婦人相談所の閉庁する休日及び夜間の相談体制が手

薄なことから、電話相談員を配置し相談機能を強化している。さらに、被害者は、繰り返さ

れる暴力の中で、身体的のみならず精神的にも無力になる等心理的被害が指摘されているた



め、一時保護所及び婦人保護施設へ心理療法担当職員を配置し、心理的回復を支援すること

とした。一方、二次被害の防止の観点から婦人相談所職員等への専門研修会を実施し、婦人

相談所と関係機関との連携を図るよう推進している。 
 
（３）女性の不正取引、奴隷類似行為からの保護 
１１０．我が国の風俗営業店等で稼働する外国人女性の中には、入国・就労過程にブローカ

ーが介在し高額な債務を負わされたうえ、売春強要等性的搾取にあっている者もみられる。

これら事案については、出入国管理及び難民認定法、売春防止法、風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律等関係法令を適用して積極的に取締りを行うとともに、被害女性

については、在日大使館等に保護を求めてくる実態もあることから、これら関係機関と連携

するなどして関連情報の収集を図っている。 
  また「興業」の在留資格により我が国に入国した外国人の中には人身取引の被害に遭って
いる者も見られるところであり、その大きな要因は、外国政府が発行する芸能人証明書をも

って入国していながら、実際には芸能人として必要な能力を有していない者が、風俗営業店

等において働いていることにあると考えられることから、「興行」の在留資格に係わる上陸

許可の基準から外国の国若しくは地方公共団体又はこれに準ずる公私の機関が認定した資

格を有することとする規定を削除することとした（２００５年３月１５日から施行）。 
                                                                                 
１１１．また、２００５年２月には、国際組織犯罪防止条約人身取引議定書の締結について

国会の承認を求め、そのために必要な現行法の改正案を国会に提出した。 
 
（４）児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律 
１１２．１９９９年５月、「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に

関する法律」（児童買春・児童ポルノ法）が制定され、同年１１月から施行され、（女児に限

らず）１８歳未満の児童を相手方とする買春行為、児童ポルノの販売行為、児童買春の相手

方とする目的で行われる児童の売買等が処罰されることになった。児童の売買、児童買春及

び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書の締結及びこれに伴う国内法

の整備については本報告第２４条の項で詳述する。 
                                                                                                  
（５）刑事手続における性犯罪被害者の保護 
１１３．強制わいせつ罪、強姦罪等のいわゆる性犯罪の中には、親告罪として告訴がなけれ

ば起訴することができないこととされているものがあり、従来、親告罪の告訴は、犯人を知

った日から６ヶ月を経過したときはすることができないものとされていたが、これらの犯罪

については、犯罪による精神的ショックや犯人との特別の関係から短期間では告訴をするか

どうかの意思決定が困難な場合があることにかんがみて、２０００年５月の刑事訴訟法の一

部改正により、この規定を改め、強制わいせつ、強姦等の一定の性犯罪について、告訴期間



の制限を撤廃した（刑事訴訟法第２３５条第１項ただし書）。 
 警察では、性犯罪被害者の立場に立った適切な対応により、被害者の精神的負担の軽減を

図るとともに、適正かつ強力な性犯罪捜査を推進するため、①性犯罪捜査指導係の設置及び

女性警察官の性犯罪捜査員への指定による、被害者からの事情聴取、証拠採取、証拠品の受

領、病院等への付き添い等への従事、②性犯罪に関する相談電話や相談室の設置、③性犯罪

の証拠採取に必要な用具や被害者の衣類を預かる際の着替えの整備、④迅速かつ適切な診

断・治療、証拠採取等を行うための産婦人科医等との連携強化等の施策を推進している。 
 児童買春等の事件の捜査・公判においては、児童買春・児童ポルノ法第１２条の趣旨に照

らし、被害児童の人権及び特性に配慮している。 
 
（６）ストーカー行為等の規制等に関する法律 
１１４．近年、都道府県警察に対するつきまとい事案に関する相談件数が急増し、悪質なつ

きまとい行為や無言電話を繰り返すなど、いわゆるストーカー行為が社会問題化した。中に

は、殺人等の凶悪事件に発展する場合もあることから、危害の発生を未然に防止するべく、

刑法、軽犯罪法といった既存の刑罰法令で対応できない行為について、法律による規制を含

めた対応策が検討され、「特定の者に対する恋愛感情その他の好意の感情又はそれが満たさ

れなかったことに対する怨恨の感情を充足する目的」で行われたつきまとい、交際の要求、

無言電話、名誉・性的羞恥心を害する事項を告げること等の行為を「つきまとい等」と定義

するとともに、同一の者に対し、「つきまとい等」を反復して行うことを「ストーカー行為」

と定義し、「ストーカー行為」について罰則を設け、「つきまとい等」について警察が警告、

禁止命令等の措置を講じ、また、ストーカー行為等の被害者に対し、警察が被害防止のため

の援助を行うこと等を定めることにより、個人の身体、自由及び名誉に対する危害の発生を

防止し、あわせて国民の生活の安全と平穏に資することを目的として、２０００年５月１８

日、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が成立し、同年１１月２４日から施行され

た。 
 
１１５．さらに、警察では、厳正な取締りを推進するとともに、被害者の支援及び防犯対策

並びに広報啓発活動を推進している。                       
（ストーカー行為等の規制等に関する法律の適用状況） 
 （2000年 11月 24日～2003年 12月 31日） 
 ○警告             3122 件 
 ○仮の命令            なし 
  ○禁止命令等        94 件 
  ○援助             2332 件 
  ○検挙件数 
     ストーカー行為罪  508 件 



     命令違反           26件 
                                                                                 
（７）女性の人権擁護のための諸活動 
１１６．男女の役割を固定的にとらえる意識は今なお社会に根強く残っており、家庭や職場

において様々な男女差別を生む要因となっている。また、夫・パートナーからの暴力、セク

シュアル・ハラスメントなども、女性の人権に関する重大な問題の一つである。 
 
１１７．法務省の人権擁護機関では、女性の人権の擁護と地位向上を訴えるため、従来より

「女性の地位を高めよう」を人権週間の強調事項として掲げ、人権週間中を中心に年間を通

じて全国各地で、女性の人権問題をテーマとした講演会や座談会の開催、テレビ・ラジオ、

新聞・雑誌等による広報、ポスター・リーフレット等の作成・配布、各種イベントにおける

啓発活動などを行っている。 
 
１１８．法務省の人権擁護機関は、これまでも夫やパートナーからの暴力、職場等における

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為等の女性をめぐる各種の人権問題に対して、

人権相談及び人権侵犯事件の調査・処理を通じて、人権侵害による被害の救済及び予防を図

ってきたところである。 
 
１１９．人権侵害による被害の救済に当たっては、人権相談がその端緒となる事案が見受け

られることから、法務省の人権擁護機関では相談体制の充実を図っているところであり、２

０００年７月には専用相談電話「女性の人権ホットライン」を全国５０の法務局・地方法務

局の本局に設置して、女性の人権問題をめぐる相談体制の強化を図った。なお、本ホットラ

インの運営に当たっては、可能な限り女性の人権擁護委員や法務局職員、女性の人権に関す

る専門家などを相談員に配置するなどして、女性がより相談しやすい体制作りにも努めてお

り、２００３年は約２９，０００件の利用があった。 
 
１２０．また、法務省の人権擁護機関は、相談及び申告等を通じて女性に対する暴力が行わ

れているとの情報を得た場合には、人権侵犯事件として調査を行い、その結果、暴力行為が

あった、あるいは継続して行われていると認められる場合には、その行為者等に対して、事

案に応じた適切な措置を講じるとともに人権尊重思想の啓発を行うことにより、暴力行為の

中止や再発の防止を図っている。 
 
１２１．また、２００１年１０月に配偶者暴力防止法が施行されたことに伴い、配偶者暴力

相談支援センターなど関係機関との連携を一層強化し、被害の救済及び予防に努めている。 



（別紙①） 
 
 

男女共同参画社会の形成の促進に関する推進体制図

男女共同参画推進本部 男女共同参画会議

・ 施策の円滑かつ効果的な推進 ・ 基本的な方針・政策、重要事項
等についての調査審議

・ 政府の施策の実施状況の監視

・ 政府の施策が及ぼす影響の調査

連携

事務局 事務局

　総合調整・推進

本部長：内閣総理大臣

男女共同参画担当官
（本部構成省庁関係局長等)

関係行政機関

男女共同参画推進連携会議
（えがりてネットワーク）

女性団体、メディア、経済界、
教育界、地方公共団体、有識者等

議長：内閣官房長官副本部長：内閣官房長官

本部員：全閣僚

地方公共団体

国際機関等

議員：各省大臣等
有識者

内閣府　男女共同参画局

専門調査会

男女共同参画担当官会議

 
 



（別紙②） 

（再編後）男女共同参画会議の全体構成（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ この他必要に応じて、専門調査会を設置 

※ これまでに設置されていた専門調査会 

①仕事と子育ての両立支援策に関する専門調査会（平成１３年６月男女共同参画会議で最終報告、終了） 

②苦情処理・監視専門調査会（平成１６年７月男女共同参画会議で報告）   

再編し、監視・影響調査 

③影響調査専門調査会（平成１６年７月男女共同参画会議で報告）          専門調査会を設置 

男女共同参画会議 
 

議長（官房長官）    １人 

国務大臣       １２人 

有識者議員      １２人 

基本問題専門調

査会 
男女共同参画の基本
的な考え方にかかわ

るもの、及び基本的

な考え方にかかわり
が深く国民の関心も
高い個別の重要課題

について調査検討。 
 

男女共同参画

基本計画に関

する専門調査

会 
政府が男女共同参
画基本計画を策定

していく際の基本
的な考え方につい
て調査検討。 

少子化と男女

共同参画に関

する専門調査

会 

 

統計データ等の分
析を通じて、少子

化と男女共同参画
の関係について調
査検討。 

女性に対する暴

力に関する専門

調査会 
夫・パートナーから
の暴力、性犯罪、人
身取引、売買春、セ

クシュアル・ハラス
メント、ストーカー
行為等の各分野を念

頭におきつつ、今後
の施策の在り方など
について調査検討。 

監視・影響調査

専門調査会 
 

各府省において男女

共同参画基本計画が
着実に実施されてい

るかについて調査検
討を行うとともに、
男女共同参画社会の

形成に影響を及ぼす
政府の施策などにつ
いて調査検討。 

 
 

 

 

 

 

 

 



（別紙③） 

総数 女性議員数 女性議員の割合 総数 女性議員数 女性議員の割合 　　総数 女性議員数 女性議員の割合

平成 　9年3月　 752 57 7.6% 500 23 4.6% 252 34 13.5%

　　 　10年3月　 750 60 8.0% 499 24 4.8% 251 36 14.3%

　　 　11年3月　 749 68 9.1% 497 25 5.0% 252 43 17.1%

　　  12年3月　 751 68 9.1% 499 25 5.0% 252 43 17.1%

　　 　13年3月　 731 79 10.8% 480 36 7.5% 251 43 17.1%

　　 　14年3月　 725 74 10.2% 479 36 7.5% 246 38 15.4%

　　 　15年3月　 723 72 10.0% 477 34 7.1% 246 38 15.4%

　　 　16年3月　 723 70 9.7% 477 34 7.1% 246 36 14.6%

　女性議員数の推移

衆議院･参議院各事務局調べ

国会議員数 衆議院議員 参議院議員



 
（別紙④） 
 

女性議員数 議長・副議長 常任委員会 常任委員会理事 特別委員会

平成  9年3月 23 0 0 3 0

10年5月 24 0 1 6 0

11年5月 25 0 0 5 0

12年7月 35 0 0 6 2

13年8月 36 0 1 1 1

14年8月 35 0 0 3 1

15年6月 35 - 0 4 1

9年3月 34 0 1 6 2

10年5月 36 0 3 13 2

11年5月 43 0 3 14 1

12年7月 43 0 3 16 1

13年8月 38 0 0 14 0

14年8月 38 0 2 12 1

15年6月 36 - 1 12 1

衆
議
院

参
議
院

　国会において女性が就いている役職



 
（別紙⑤） 
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（別紙⑥） 
審議会等における女性委員の参画状況の推移 

  

審 議 会 

等 数 

（Ａ） 

女性委員

を含む審

議会等数

（Ｂ） 

女性委員を

含む審議会

等の比率 

（Ｂ／Ａ）

 

委員数 

 

（Ｃ） 

 

女性 

委員数 

（Ｄ） 

 

女性委員

の比率 

（Ｄ／Ｃ）

50 年 1 月 1日 ２３７ ７３ ３０．8％ 5,436 人 133 人 ２.４％

55 年 6 月１日 １９９ ９２ ４６．2％ 4,504 人 186 人 ４.１％

60年 3月 31日 ２０６ １１４ ５５．3％ 4,664 人 255 人 ５.５％

元年 3月 31 日 ２０３ １２１ ５９．6％ 4,511 人 304 人 ６.７％

２年 3月 31 日 ２０４ １４１ ６９．1％ 4,559 人 359 人 ７.９％

３年 3月 31 日 ２０３ １５４ ７５．9％ 4,434 人 398 人 ９.０％

４年 3月 31 日 ２００ １５６ ７８．0％ 4,497 人 432 人 ９.６％

５年 3月 31 日 ２０３ １６４ ８０．8％ 4,560 人 472 人 １０.４％

６年 3月 31 日 ２００ １６３ ８１．5％ 4,478 人 507 人 １１.３％

７年 3月 31 日 ２０３ １７４ ８５．7％ 4,496 人 589 人 １３.１％

７年 9月 30 日 ２０７ １７５ ８４．5％ 4,484 人 631 人 １４.１％

８年 3月 31 日 ２０５ １８１ ８８．3％ 4,511 人 699 人 １５.５％

８年 9月 30 日 ２０７ １８５ ８９．4％ 4,472 人 721 人 １６.１％

９年 3月 31 日 ２０９ １９０ ９０．9％ 4,532 人 751 人 １６.６％

９年 9月 30 日 ２０８ １９１ ９１．8％ 4,483 人 780 人 １７.４％

10年 3月 31日 ２０６ １９０ ９２.２％ 4,441 人 782 人 １７.６％

10年 9月 30日 ２０３ １８７ ９２.１％ 4,375 人 799 人 １８.３％

11年 3月 31日 ２０２ １８９ ９３.６％ 4,354 人 812 人 １８.６％

11年 9月 30日 １９８ １８７ ９４.４％ 4,246 人 842 人 １９.８％

12年 3月 31日 １９９ １８８ ９４.５％ 4,201 人 857 人 ２０.４％

12年 9月 30日 １９７ １８６ ９４.４％ 3,985 人 831 人 ２０.９％

13年 3月 31日 ９５ ９０ ９４.７％ 1,642 人 405 人 ２４.７％

13年 9月 30日 ９８ ９４ ９５.９％ 1,717 人 424 人 ２４.７％

14年 9月 30日 １００ ９７ ９７.０％ 1,715 人 429 人 ２５.０％

15年 9月 30日 １０２ １００ ９８.０％ 1,734 人 465 人 ２６.８％

国家行政組織法第８条及び内閣府設置法第 37 条、54 条に基づく国の審議会等（停止中のもの及び地方支

分部局に置かれているものは除く。）を対象に、内閣府が調査した。 

＊審議会委員の任期は、概ね 2、3年となっているところが多く、半年毎の調査を行っても委員の改選等が

少なく、数字にあまり変化がないことから、平成 14 年度より 9月末の年１回調査とすることとした。 



（別紙⑦） 
 

女性幹部職員の数及び割合

（人、％）

１９８５年度 １９９０年度 １９９５年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度

40 67 90 122 136 130

0.5 0.8 0.5 0.8 1.4 1.3

(数字は、２００１年度までは各年度末現在、２００２年度は２００３年１月１５日現在のものである。)

幹部職員： 指定職及び行政職（一）9級以上の職員（本府省準課長以上）

女性幹部職員数

女性幹部職員の割合

（指定職、行政職（一））



 
（別紙⑧） 
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第４条：緊急事態の逸脱措置 
１２２．我が国においては、緊急事態が発生した場合においても、憲法及び本規約に従った

措置が講ぜられることになる。 
 
  我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全を確保するため、武力攻撃事態等（武力攻撃
事態及び武力攻撃予測事態）への対処について、基本理念、国、地方公共団体等の責務等基

本事項を定めることにより、対処のための態勢を整備することを目的として、２００３年６

月、武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法

律（以下「事態対処法」という。）が成立した。また、武力攻撃事態等において 武力攻撃
から国民の生命、身体及び財産を保護し、並びに武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす

影響を最小にするため、国、地方公共団体等の責務、国民の協力、住民の避難に関する措置、

避難住民等の救援に関する措置、武力攻撃災害への対処に関する措置について定めることに

より、事態対処法と相まって、国全体として万全の態勢を整備することを目的として、２０

０４年６月、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国民保

護法」という。）が成立し、同年９月１７日に施行された。 
 
 事態対処法では、武力攻撃事態等への対処においては、憲法の保障する国民の自由と権利

が尊重されなければならず、これに制限が加えられる場合にあっても、その制限は当該武力

攻撃事態等に対処するため必要最小限のものに限られ、かつ、公正かつ適正な手続きの下に

行われなければならず、この場合において、憲法第１４条（法の下の平等）、同第１８条（奴

隷的拘束及び苦役からの自由）、同第１９条（思想及び良心の自由）、第２１条（集会・結社・

表現の自由、通信の秘密）その他の基本的人権に関する規定は、最大限に尊重されなければ

ならない旨規定している。また、国民保護法でも、基本的人権の尊重について、武力攻撃事

態対処法と同様の規定があるほか、国民の権利利益の迅速な救済について規定している。 
                                                                                 
第５条：除外事項 
１２３．第４回報告のとおり。 
 
第６条：生命に対する権利 
１．死刑問題 
（１）適用状況 
１２４．我が国においては、死刑の定めのある罪を１８罪に限定し（下記参照。第４回報告

で述べた１７罪から１罪増えているが、これは既に死刑の定めのある罪であった殺人に当た

る行為のうち、団体の活動として、当該殺人に当たる行為を実行するための組織により行わ

れたときについて、有期懲役刑の下限を引き上げ、死刑又は無期若しくは５年以上の懲役に

処することとしたものであり、これまで死刑の定めのなかった罪につき、新たに死刑の定め



をしたものではない。）、うち外患誘致を除く他のすべての罪については死刑以外に無期又は

有期の懲役刑又は禁錮刑を選択刑として規定し、重大な犯罪の罪種の中でも特に重大なもの

（殺人又は人の生命を害する重大な危険のある故意の行為）についてのみ死刑が適用される

ような法制が採られている上、具体的な事件においても「犯行の罪質、動機、態様ことに殺

害の手段方法の執拗性・残虐性、結果の重大性ことに殺害された被害者の数、遺族の被害感

情、社会的影響、犯人の年齢、前科、犯行後の情状等各般の情状を併せ考察したとき、その

罪責が誠に重大であって、罪刑の均衡の見地からも一般予防の見地からも極刑がやむをえな

いと認められる場合には、死刑の選択も許される」との最高裁第２小法廷判決（１９８３年

７月８日）の趣旨等を踏まえて、死刑の適用は極めて厳格かつ慎重に行われている。現に、

１９９９年から２００３年までの５年間に死刑が適用され判決が確定した者は、合計２０名

であり、いずれも残虐な殺人事件や強盗殺人事件に限られ、人の殺害を伴わない事案はない。 
 
（死刑の定めのある罪） 
①内乱首謀（刑法第７７条第１項第１号） 
②外患誘致（刑法第８１条） 
③外患援助（刑法第８２条） 
④現住建造物等放火（刑法第１０８条） 
⑤激発物破裂（刑法第１１７条第１項、第１０８条） 
⑥現住建造物等浸害（刑法第１１９条） 
⑦汽車転覆等致死（刑法第１２６条第３項） 
⑧往来危険による汽車転覆等致死（刑法第１２７条、第１２６条第３項） 
⑨水道毒物等混入致死（刑法第１４６条後段） 
⑩殺人（刑法第１９９条） 
⑪強盗致死（強盗殺人を含む）（刑法第２４０条後段） 
⑫強盗強姦致死（刑法第２４１条後段） 
⑬爆発物不法使用（爆発物取締罰則第１条） 
⑭決闘殺人（決闘罪に関する件第３条、刑法第１９９条） 
⑮航空機墜落等致死（航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律第２条第３項） 
⑯航空機強取等致死（航空機の強取等の処罰に関する法律第２条） 
⑰人質殺害（人質による強要行為等の処罰に関する法律第４条第１項） 
⑱組織的な殺人（組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律第３条第１項第３

号、第２項、刑法第１９９条） 
 
（２）死刑の存廃等についての考え方 
１２５．死刑の存廃については、基本的には、各国において、当該国の国民感情、犯罪情勢、

刑事政策の在り方等を踏まえて慎重に検討し、独自に決定すべきものと考えている。我が国



では、死刑の存廃は、我が国の刑事司法制度の根幹にかかわる重要な問題であるから、国民

世論に十分配慮しつつ、社会における正義の実現等種々の観点から慎重に検討すべき問題と

考えている。我が国として、現時点では、国民世論の多数が極めて悪質、凶悪な犯罪につい

ては死刑もやむを得ないと考えていること（最近の世論調査は１９９９年９月実施）、多数

の者に対する殺人、強盗殺人等の凶悪犯罪がいまだ後を絶たない状況等にかんがみれば、そ

の罪責が著しく重大な凶悪犯罪を犯した者に対しては、死刑を科することもやむを得ず、死

刑を廃止することは適当でないと考えている。 
 
１２６．上記の理由から、本規約の第二選択議定書の締結問題については、慎重な検討が必

要である。 
 なお、死刑の代替刑として主張されることがある仮釈放を認めない終身刑については、一

生拘禁されることにより受刑者の人格が完全に破壊されるなど、刑事政策上問題の多い刑で

あるとの指摘もあり、様々な観点から慎重な検討が必要であると考えている。 
 
（３）死刑確定者の処遇 
（ａ）死刑確定者の収容の根拠、処遇一般 
１２７．死刑の判決が確定した者は、死刑の執行に至るまで、拘置所に収容される。死刑確

定者は、作業を行う義務はないこと、飲食物の自費購入が認められることなど、おおむね未

決拘禁者に準じた処遇を受けている。また、その心情の安定に資するため、希望により宗教

教誨及び篤志面接委員による助言・指導も行われている。 
 
（ｂ）死刑確定者の外部交通 
１２８．死刑確定者の接見及び通信については、その拘禁目的に照らして、拘禁施設の長が

個々具体的に許可・不許可を決するとするのが監獄法の趣旨であるところ（監獄法第４５条

１項及び第４６条１項）、死刑確定者は来るべき死刑の執行を待つという言わば極限的な立

場に置かれている被収容者であって、その身柄の確実な保全が強く要請されており、また、

拘禁の性質上、極めて大きな精神的不安と苦悩のうちにあるであろうことは言うまでもなく、

拘禁施設としては、できる限り死刑確定者の心情の安定が得られるよう配慮する必要がある。

したがって、このような観点からの制限を受けることはやむを得ないところであるが、この

ような場合を除き、実務運用上、家族、弁護士等との接見及び通信を許可する取扱いとして

おり、また、裁判所による再審開始決定が確定した死刑確定者については、未決拘禁者の場

合と同様、職員の立会いなしに、弁護人又は弁護人となろうとする者と面会することを認め

ている。 
 
１２９．なお、以上のような死刑確定者の外部交通の取扱いについては、我が国の民事裁判

においても、合理的で適法なものであるとされており、また、本規約に違反するものではな



いとされている（例えば、最高裁１９９９年２月２６日判決）。 
 
（ｃ）死刑執行の本人及び家族に対する告知 
１３０．死刑確定者本人に対する死刑執行の告知は、執行の当日、執行に先立って行う取扱

いとしている。これは、執行の当日より前の日に告知した場合、当該死刑確定者の心情に及

ぼす影響が大きく平穏な心情を保ち難いと考えられること等の理由によるものである。 
 
１３１．また、監獄法第７４条及び同施行規則第１７８条は、死刑の執行後、死刑の執行を

受けた者の親族に対し、その死亡の事実を通知し、その親族等が死体又は遺骨の引渡しを求

める場合はこれを交付するものと定めており、それ以外には、死刑確定者の家族等への通知

に関する法令上の規定は何ら存しないところ、死刑の執行日については、事前に家族を始め

として外部の者には知らせない取扱いとしている。これは、死刑確定者の家族等に対し、死

刑執行の日時を事前に告知することにより、通知を受けた家族に対し無用の精神的苦痛を与

えること、仮に通知を受けた家族との面会が行われ、死刑確定者本人が執行の予定を知った

場合には、本人に直接告知した場合と同様、当該死刑確定者の心情に及ぼす影響が大きく平

穏な心情を保ち難いと考えられること等の理由によるものである。 
 
１３２．なお、家族との間において事前の調整が必要になると思われる遺産相続、献体等に

ついては、あらかじめ平素から死刑確定者本人の意思確認を行うとともに、家族との事前の

面会等の機会において十分調整するよう指導している。 
 
第７条：拷問等の禁止 
１３３．我が国の法制上、拷問は厳に禁止されているが、今後とも国内における拷問等の禁

止に取り組むとともに、国際的な枠組みにおいても人権の保障を促進するとの見地から、１

９９９年６月２９日、我が国は、拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つける取扱

い又は刑罰に関する条約を締結した。 
                                                                                 
第８条：奴隷的拘束、強制労働の禁止 
１３４．最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃を確保するための国際的な取組みを推進する

との見地から、２００１年６月１８日、我が国は、最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃の

ための即時の行動に関する条約（ＩＬＯ１８２号条約）を締結した。 
                                                                                 
第９条：身体の自由 
１．法的枠組 
（１）精神保健福祉法による措置入院等 
１３５．１９９９年には、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正を行い、①精神



医療審査会を機能強化するため、その調査権限に、関係者からの意見聴取に加えて、帳簿書

類の提出命令、出頭命令等を追加したこと、②精神医療審査会について、都道府県本庁と別

組織である精神保健福祉センターにおいて、その事務を行うこととしたこと、③精神保健指

定医に、その勤務する精神病院に入院中の者の処遇が著しく適当でないと認めるときは、処

遇の改善のために必要な措置がとられるよう努めるものと規定したこと、④医療保護入院等

の適切な運用を図るため、医療保護入院等と任意入院の対象者の要件を明確に区分するとと

もに、本人の同意に基づいた入院が原則であることとしたこと、⑤仮入院制度を廃止したこ

と、⑥精神病院に対する指導監督を強化するため、精神病院に対する改善命令に加えて、そ

れに従わない場合の入院医療の制限命令等の処分を追加したこと等、精神障害者の人権に配

慮した適正な精神医療の確保を図る等の措置を講じたところである。 
 
１３６．２００２年の精神医療審査会の審査状況は以下のとおりである。 
  ○定期報告   措置入院での入院継続が不要な者     ５人 
           医療保護入院での入院継続が不適当な者 １２人 
  ○退院請求   入院が不適当な者          １０９人 
  ○処遇改善請求 処遇が不適当な者           １７人 
 
１３７．さらに、精神医療審査会における審査期間について、原則１か月以内としているこ

とを改めて徹底しているところである。 
 
（２）心神喪失者等医療観察法による医療 
１３８．２００３年７月に心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等

に関する法律（以下「心神喪失者等医療観察法」という。）が成立し、公布された。同法は、

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、その適切な処遇を決定するための手

続等を定めることにより、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指

導を行うことによって、その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、も

ってその社会復帰を促進することを目的とするものである。なお、同法の主要部分は、公布

の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとされ

ている。 
 
１３９．心神喪失者等医療観察法においては、同法の対象者について、裁判官と精神保健審

判員（精神科医）の合議体が、その意見の一致したところにより、入院、通院等の決定を行

うこととされている。 
 
１４０．心神喪失者等医療観察法の規定により指定入院医療機関に入院している者（以下、

「入院者」という。）の処遇について、同法第９２条、第９３条は以下のとおり規定し、入



院者の人権に配慮している。 
① 指定入院医療機関の管理者は、入院者について、信書の発受の制限、弁護士及び行政機

関の職員との面会の制限その他の行動の制限であって、厚生労働大臣があらかじめ社会保障

審議会の意見を聴いて定める行動の制限は行うことができない。 
② 厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定める患者の隔離その他の

行動の制限は、当該指定入院医療機関に勤務する精神保健指定医が必要と認める場合でなけ

れば行うことができない。 
③ その他厚生労働大臣は入院者の処遇について必要な基準を定めることができ、基準が定

められたときは、指定入院医療機関の管理者は、その基準を遵守しなければならない。 
 
１４１．また、心神喪失者等医療観察法においては、以下の趣旨を規定することにより、適

切な処遇を確保することとしている（第９５～９８条）。 
① 入院者又はその保護者は、厚生労働大臣に対し、指定入院医療機関の管理者に対して当

該入院者の処遇の改善のために必要な措置を採ることを命ずるよう求めることができる。か

かる請求を受けた厚生労働大臣は、当該請求について社会保障審議会に審査を求め、その審

査結果に基づき、必要があると認めるときは、指定入院医療機関の管理者に対し、処遇の改

善のための措置を採ることを命じなければならない。 
② 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、指定入院医療機関の管理者に対し、入院

者の処遇等に関して報告を求めること等ができ、また、入院者の処遇が厚生労働大臣の定め

る基準に適合していないと認めるとき等においては、処遇の改善のために必要な措置を採る

こと等を命ずることができる。 
 
（３）伝染病予防法の廃止、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の制

定 
１４２．伝染病予防法においては、都道府県知事は伝染病予防上必要と認めるときは、人民

の隔離及び集会等を制限若しくは禁止することができることとされていた。 
 
１４３．この伝染病予防法は１９９９年に廃止され、新たに制定・施行された感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）は、人権を尊重

する視点に立って、これまでの感染症の予防に関する施策を抜本的に見直し、結核を除き、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する総合的な施策の推進を図るものであ

る。 
 
１４４．このため感染症法においては、集会等を制限若しくは禁止することができる旨の条

項は設けられていない。また、同法は、他者への感染のおそれがある場合に、適正手続きを

経て、必要最小限の隔離を行うこととしている。 



 
（４）ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律 
１４５．１９９６年４月に「らい予防法の廃止に関する法律」が施行され、我が国において

かつて採られていたハンセン病療養所入所者等に対する施策の根拠となっていた「らい予防

法」は廃止された。 
 
１４６．その後、ハンセン病療養所入所者等から、らい予防法等に基づき隔離され、人権を

侵害されたとして国を被告とした国家賠償請求訴訟が、熊本、東京及び岡山で提起され、２

００１年５月に熊本地方裁判所において被告敗訴の判決が言い渡された。 
 
１４７．政府としては控訴を行わないことを決定し、２００１年５月２５日に閣議決定され

た「ハンセン病問題の早期かつ全面的解決に向けての内閣総理大臣談話」において、その旨

を発表した。また、国会においても、「ハンセン病問題に関する決議」を行うとともに、こ

れに基づき患者・元患者に対する名誉回復及び福祉の増進を図るための立法措置が行われ、

同年６月２２日に「ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律」が公

布・施行された。 
 
１４８．政府としては、この法律に基づき、適切な補償を行うとともに、新聞・テレビなど

を活用した啓発事業の実施等によるハンセン病療養所入所者等の名誉の回復や福祉の増進

のための措置を行い、ハンセン病問題の早期かつ全面的解決に向けて今後も引き続き全力を

尽くすこととしている。 
                                                                                 
２．被疑者の身柄拘束 
（１）身柄拘束期間 
１４９．我が国における被疑者の身柄拘束期間は、これまでの報告で述べたとおり、最大２

２日間ないし２３日間である。このような被疑者の身柄拘束期間における手続として、原則

として司法警察職員等は、被疑者が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があると裁判

官が認めるときに発する逮捕状によるのでなければ被疑者を逮捕することができない（刑訴

法第１９９条）。その例外としては、現行犯逮捕が許される（刑訴法第２１３条）ほか、司

法警察職員等は、死刑又は無期若しくは長期３年以上の懲役若しくは禁錮にあたる罪を犯し

たことを疑うに足りる十分な理由がある場合で、急速を要し、裁判官の逮捕状を求めること

ができないときは、その理由を告げて被疑者を逮捕することができるが、その場合にも直ち

に裁判官の逮捕状を求める手続をしなければならず、逮捕状が発せられないときは、直ちに

被疑者を釈放しなければならない（刑訴法第２１０条）。そして、司法警察員は、被疑者を

逮捕した場合等において、弁護人選任権等を告げた上、弁解の機会を与え、被疑者の留置の

必要がないと思料するときは、直ちにこれを釈放しなければならず、留置の必要があると思



料するときは、これを逮捕後４８時間以内に検察官に送致しなければならない（刑訴法第２

０３条第１項）。そして、検察官は、被疑者を受け取った後、被疑者に弁解の機会を与えて、

留置の必要がないと思料するときは、直ちにこれを釈放し、留置の必要があると思料すると

きは、送致を受けた後２４時間以内に、裁判官に対して、被疑者の勾留を請求しなければな

らない（刑訴法第２０５条第１項）。裁判官は、勾留の理由があるなどの要件を満たす場合

に限り、被疑者を勾留することができ、勾留期間は１０日以内とされている。裁判官は、や

むを得ない事由があると認めるときは、検察官の請求により、その勾留期間を延長すること

ができるが、延長の期間は１０日以内とされている（刑訴法第２０８条第１項、第２項）。

このように、我が国の被疑者の身柄拘束については、厳格な司法審査を必要とし、十分な司

法的コントロールがなされている。 
 
１５０．このような被疑者の身柄拘束期間において行われる捜査の対象事項には、犯罪事実

そのものに関する事項のみでなく、情状に関する事項も含まれている上、有罪の確信を持つ

ことができ、かつ、公訴提起が相当と思料する者に対してのみ公訴を提起するという厳格な

起訴基準を採用していることから、我が国の被疑者の身柄拘束期間に行われる捜査では、極

めて綿密な証拠収集が行われている。 
  したがって、我が国における被疑者の身柄拘束期間は、捜査すなわち公益上の必要性と被
疑者の人権保障との適正なバランスを図って定められているものであり、合理的なものであ

ると考えている。 
 
（２）取調べ 
１５１．我が国における刑事手続は、被疑者・被告人の権利保障と真相の究明という、時に

相対立する要請の調和を図る役割を担っており、被疑者取調べについての法規制の在り方に

ついては、そのような刑事手続全体の構造との関連において考えている。 
 
（a）取調べに係る手続の適正 
１５２．刑事訴訟法は、検察官、検察事務官又は司法警察職員は、犯罪の捜査をするについ

て必要があるときは、被疑者の出頭を求め、これを取り調べることができることを規定し（第

１９８条第１項本文）、この規定に基づき被疑者に対する取調べが行われているが、被疑者

は、逮捕又は勾留されている場合を除いては、出頭を拒み、又は出頭後、何時でも退去する

ことができることとされている（同項但書）。 
 
１５３．憲法は、「何人も自己に不利益な供述を強要されない。」と規定し（第３８条第１項）、

刑事訴訟法は、被疑者に供述拒否権を与え、取調べに際しては、被疑者に対し、あらかじめ

自己の意思に反して供述をする必要がない旨を告げなければならない（第１９８条第２項）

と規定している。 



 
１５４．取調べを行った場合、被疑者の供述を調書に録取することができるが、この調書は、

被疑者に閲覧させ、又は読み聞かせて、誤りがないかどうかを問い、被疑者が増減変更の申

立をしたときは、その供述を調書に記載しなければならない（刑事訴訟法第１９８条第３、

４項）。被疑者が調書に誤りがないことを申し立てたときは、これに署名押印することを求

めることができるが、被疑者が、これを拒絶した場合は、この限りではない（同条第５項）。

署名及び押印のいずれもがない調書は、当事者の同意がない限り、供述調書としての証拠能

力を有しない（同法第３２２条第１項、第３２６条）。 
 
１５５．検察庁・警察においては、これらの取調べに関する規定の遵守について指導・監督

を行い、また、万一これらの違反の存在を確認した場合には、関係者に対する厳正な処分を

行っている。 
 
１５６．取調べの方法として強制、拷問、脅迫等を用いることは無論許されず、その他被疑

者の供述の任意性に疑いを抱かしめるような取調べも許されない。強制、拷問又は脅迫によ

る自白、不当に長く抑留又は拘禁された後の自白その他任意にされたものでない疑いのある

自白（刑事訴訟法第３１９条第１項）、及び任意になされたものでない疑いのある被告人に

不利益な事実の承認を内容とする供述調書若しくは供述書は、証拠とすることができないこ

ととされている（同法第３２２条第１項）。公判廷において供述の任意性・信用性が争われ

た場合、検察官においてその存在を立証する責任を負い、その存否の判断は、裁判所に委ね

られている。 
 
１５７．憲法上は、何人も自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には、有罪と

され又は刑罰を科されないものとされており（第３８条第３項）、これを受けて、刑事訴訟

法は、被告人は公判廷における自白であると否とを問わず、その自白（起訴された犯罪につ

いて有罪であることの自認を含む。）が自己に不利益な唯一の証拠である場合には、有罪と

されない旨を規定している（第３１９条第２項及び第３項）。したがって、公判廷において

被告人が自白しているか否かにかかわらず、証人の尋問や証拠物の取調べ等の証拠調べを経

た上で犯罪事実が認定されることとなっている。 
 
１５８．このように、取調べに係る手続の適正や被疑者等の権利は、その具体的手続におい

てのみならず証拠法の面からも保障されている。 
 
１５９．なお、取調べにおける強制、拷問、脅迫等の行為は、刑法に定められた特別公務員

職権濫用罪（第１９４条）、特別公務員暴行陵虐罪(第１９５条)等により処罰の対象とされ
ている。 



                                                                                 
（ｂ）時刻と時間 
１６０．取調べの時刻と時間については、捜査の流動性や事件の多種多様性にかんがみると、

これを規律する規則を設けることは困難である。また、現在でも、被疑者に過度の負担をか

けることがないよう十分配慮している。これらの理由から、取調べの時刻と時間に関する法

的規制を設ける必要性はないものと考えている。 
 
（ｃ）弁護人の立会い 
１６１．被疑者の取調べに対する弁護人の立会いについては、被疑者に弁護人との十分な接

見交通を保障することなどにより、被疑者の権利保障は十分担保されている上、我が国の刑

事司法制度は、被疑者取調べを含む綿密な捜査とそれに裏付けられた検察官による起訴・不

起訴の決定段階における厳格なスクリーニングをその真髄としつつ、起訴前の被疑者の身柄

拘束には令状主義による厳格な司法審査を必要としているほか、その期間も最長２３日間と

しているのであり、このような捜査段階における被疑者の取調べに弁護人の立会権を認める

ことは、捜査における真相解明機能など捜査手続全般に種々の影響を及ぼすといった問題が

あることから認めていない。 
 
（ｄ）電気的手段による記録 
１６２．録音やビデオ録画等の電気的手段による取調べの記録についても、我が国において

は、刑事事件の真相解明を十全ならしめるため、被疑者との間に人間的な信頼関係を築いた

上、極めて詳細な取調べを行っている実情にあり、このような実情の下で取調べの録音や録

画を実施した場合、取調状況のすべてが記録されることから被疑者との信頼関係を築くこと

が困難となる上、その再生・反訳等に膨大な時間や費用を要する等の問題があることから、

実施していない。 
 しかしながら、被疑者の取調べの適正を確保することは極めて重要な問題であるので、我

が国においても十分配慮してきたところであり、２００２年３月１９日に閣議決定された司

法制度改革推進計画において「被疑者の取調べの適正を確保するため、その取調べ過程・状

況につき、取調べの都度、書面による記録を義務付ける制度を導入すること」とされたこと

を受け、身柄拘束中の被疑者の取調べ時間、調書作成の有無等の取調べの過程・状況に関す

る事項につき、書面による記録の作成・保存を義務付ける制度を導入し、２００４年４月か

ら実施されている。 
                                                                                 
（３）公的な被疑者弁護制度 
１６３．公的な被疑者弁護制度については、２００４年５月、これを導入するための法律が

成立した。 
 



３．入管施設における収容 
１６４．一般的事項として、本規約第９条に関連する退去強制手続上の外国人の扱いは次の

とおりである（退去強制手続の流れは、パラ２７１の別表⑨参照）。 
①我が国の退去強制手続による収容は入管法第５章に定められており、入国警備官による違

反調査の結果、同法第２４条各号に定める退去強制事由に該当すると疑うに足りる相当の理

由があるときは、その所属官署の主任審査官に収容令書の発付を請求し、同主任審査官が退

去強制事由に該当すると疑うに足りる相当の理由の有無を判断し、収容令書を発付すること

とされている。 
②入管法上、収容令書には容疑者の人定事項の他、容疑事実の要旨、収容すべき場所等を記

載すること、また、その執行にあたっては当該容疑者に同令書を示さなければならないこと

が明記されている。 
③我が国の退去強制手続は刑事手続とは別個独立のものであり、退去強制手続により身柄を

収容された者は「刑事上の罪に問われて逮捕され又は抑留された者」にはあたらないため、

本規約第９条は退去強制手続により身柄を拘束された者には適用されない。なお、入管法に

より、入国警備官は収容令書により容疑者を収容したときは、４８時間以内に証拠物等とと

もに当該容疑者を入国審査官に引き渡さなければならず、引渡しを受けた入国審査官は当該

容疑者が退去強制事由に該当するか否かをすみやかに審査し、審査の結果、当該容疑者が退

去強制事由に該当しないと認定したときは直ちにその者を放免しなければならないことと

されている。また、入国審査官による審査の結果、退去強制事由に該当すると認定された場

合であっても、特別審理官に対し口頭審理を請求することが認められており、特別審理官は

口頭審理の結果、入国審査官の認定が事実に相違すると判定したときは直ちにその者を放免

しなければならないこととされている。さらに、入管法上、特別審理官による判定に不服が

あるときは、法務大臣（権限を委任された地方入国管理局長を含む。以下この項同じ。）に

対して異議を申し出ることが認められており、法務大臣が異議の申出に理由があると裁決し

たときも、放免しなければならないこととされている。 
 また、我が国の退去強制手続は、身柄を収容して進めることとされているが、被収容者の

情状等にかんがみ、身柄の拘束を解く必要があると認められる場合には、入国者収容所長又

は主任審査官は、自らの職権又は被収容者、その親族若しくは代理人等の関係者からの請求

に基づき、出頭の義務等必要な条件を付した上で仮放免を許可し、収容を継続することなく

手続を進めることができる。なお、仮放免の請求は収容令書又は退去強制令書の発付を受け

て収容されているときにはいつでも行うことができる。 
④我が国においては、退去強制手続における収容や退去強制令書発付処分等が違法であると

考える被収容者は、人身保護法又は行政事件訴訟法に定める手続により、これらの適法性に

ついて裁判所の判断を求めることが可能である。  
⑤我が国の法制度上、違法な収容に対しては、国家賠償法により賠償を請求することが可能

である。 



 
（１）収容期間 
１６５．我が国の退去強制手続は、身柄を収容して進めることが原則とされているものの、

収容令書又は退去強制令書の発付を受けて収容されている場合であっても、人道的配慮を要

するなどの情状等にかんがみ、身柄の拘束を解く必要が生じたときには、職権又は請求によ

り仮放免を認めるなど、人権保障の観点にも十分配慮した弾力的な運用を行っている。 
 
１６６．収容令書を発付された外国人については、収容期間は原則として３０日以内とされ、

主任審査官がやむを得ない事由があると認めるときは３０日を限り延長することができる

とされている（入管法第４１条）。なお、退去強制令書を発付された外国人については、す

みやかに本邦外に送還しなければならないとされているが、直ちに送還できない場合は、送

還可能のときまで収容することができるとされており（入管法第５２条第５項）、その収容

期間に上限の定めはないものの、あくまでもすみやかに本邦外に送還することが優先され、

いたずらに送還を遅延させることは許されない。 
 
（２）処遇（女子被収容者に対する配慮を含む） 
１６７．入国管理局の収容施設に収容されている被収容者の処遇については、入管法第６１

条の７の規定により、収容所等の保安上支障がない範囲内において、できる限りの自由を与

えることとされており、具体的な事項については、同条第６項の委任を受け、被収容者の人

権を尊重しつつ適正な処遇を行うことを目的として定められた被収容者処遇規則（法務省

令）に規定されている。 
 
１６８．被収容者には、通信文の発受、親族・知人や弁護士等との面会、物品の購入、礼拝

等の宗教活動が認められており、運動の機会の確保にも努めている。また、給食は、被収容

者の風俗、習慣、宗教等に配慮し、栄養士がカロリー計算の上、栄養バランスに配慮した食

事を配膳しているほか、国の費用により必要な診療や一部の収容施設においては、臨床心理

士によるカウンセリングを行うなど、健康管理に万全を期しており、入浴や居室、寝具など

の衛生保持にも十分配慮している。 
 
１６９．さらに、近年においては、被収容者処遇規則を一部改正し、１９９９年４月以降、

意見箱設置により被収容者から直接意見を聴取する制度を実施して処遇の改善に役立てて

いるほか、２００１年９月にも同規則を一部改正して、新たな不服申出制度を導入し、被収

容者が自己の処遇に関して不服があるときは、当該収容施設の長に対し不服を申し立て、最

終的には、法務大臣に対して異議を申し立てることができることとするなど被収容者の人権

に一層配慮した処遇の確保に努めている。また、２００３年３月にも同規則を改正し、被収

容者と領事官等以外の者との面会に際しても、入国者収容所長等が入国警備官の立会の必要



がないと認めるときは、面会の立会を省略することができることとし、また、設備の整って

いる一部の収容施設においては、一定の時間帯において被収容者が職員の立会なしに自由に

電話を使用できることとするなど、被収容者の人権により一層配慮している。 
 
１７０．この他にも、収容施設の職員に対する監督指導の徹底、警備処遇に携わる入国警備

官に対する法令研修及び実務に即した警備処遇研修の実施により、被収容者の処遇の適正、

公正を期している。 
 
１７１．女子被収容者に対する配慮も行っている。女子被収容者専用の収容区域を設置して

いる入国者収容所及び東京入国管理局においては、女子被収容者の処遇はすべて女子入国警

備官が行っている。その他の地方入国管理局等においては、身体検査、衣類の検査及び入浴

の立会いは女子入国警備官が行っており、また、女子入国警備官が不在のときには、局長が

指名した入国警備官以外の女子職員が行い、その他の処遇についても、できるだけ女子入国

警備官に行わせるようにしている。 
                                                                                 
４．人身保護法 
１７２．人身保護制度は、現に不当に奪われている人身の自由を迅速かつ容易に回復するこ

とを目的とする、非常に例外的な救済方法であると位置付けられており、そのような制度理

念に基づいて救済請求の要件を定めた人身保護法第２条について、その意義を明らかにした

ものが、人身保護規則（１９４８年最高裁判所規則第２２号）第４条である。 
 
１７３．第４回報告に対する最終見解については最高裁判所にも配付しているところ、最高

裁判所においては、「最終見解」の第２４段落において示された人身保護規則第４条の規定

の廃止等の要否について、このような人身保護法の趣旨に従い、また、人身の自由を保護す

る他の制度との関連を踏まえつつ、今後とも慎重に検討がなされるものと承知している。 
 
第１０条：被拘禁者等の処遇 
１．法的枠組 
１７４．第４回報告以降、現行の法制度を維持しており、従前どおりの枠組みで運用してい

る。 
 
１７５．海外において刑に服している邦人受刑者及び我が国において刑に服している外国人

受刑者に母国において刑に服す機会を与えることによって、これら受刑者の社会復帰の促進

に寄与するとともに、我が国司法制度のよりよい運営を実現し、刑事分野における国際協力

の発展に貢献するとの見地から、２００３年２月、我が国は、刑を言い渡された者の移送に

関する条約を締結し、また、同年６月の同条約発効と同時に、国際受刑者移送法が施行され



た。 
                                                                                 
２．刑事拘禁施設における弁護人との接見交通権 
１７６．接見交通権は、憲法第３４条前段の趣旨にのっとり、刑事訴訟法第３９条第１項に

おいて認められているものであり、現実の捜査においても被疑者・弁護人（及び弁護人にな

ろうとするもの）の権利として十分に尊重されている。しかしながら、この接見交通の権利

といえども絶対的なものではなく、憲法の精神と抵触しない限りにおいては、制限を受ける。 
 
１７７．弁護人との接見が制限される場合としては、刑事訴訟法第３９条第３項に基づく接

見指定権の行使によるもの及び被疑者を勾留している施設の管理上の必要に基づくものと

がある。 
 
（１）刑事訴訟法第３９条第３項に基づく接見指定権の行使 
１７８．「検察官、検察事務官又は司法警察職員は、捜査のため必要があるときは、公訴の

提起前に限り、第１項の接見又は授受に関し、その日時、場所及び時間を指定することがで

きる。」とする同法第３９条第３項の規定に基づき、捜査のために必要がある場合に、検察

官等が、接見の申出に対し、接見の日時等を指定するものである。ただし、同項は、更に「そ

の指定は、被疑者が防御の準備をする権利を不当に制限するようなものであってはならな

い。」とも定めている。 
 
１７９．この規定は、被疑者の防御権と捜査とのバランスを考えて設けられたものであり、

最高裁判所は、１９７８年７月１０日の判決において、捜査機関による接見等の日時等の指

定は、必要やむを得ない例外的措置であり、弁護人等から被疑者との接見の申出があったと

きは、原則として何時でも接見の機会を与えなければならず、現に被疑者を取調中であると

か、実況見分、検証等に立ち会わせる必要がある等捜査の中断による支障が顕著な場合には、

弁護人等と協議してできる限り速やかな接見のための日時等を指定し、被疑者が防御のため

弁護人等と打ち合わせることのできるような措置をとるべきである旨判示し、さらに、１９

９１年５月１０日及び同月３１日の両判決において、上記にいう捜査の中断による支障が顕

著な場合には、捜査機関が、弁護人等の接見等の申出を受けたときに、現に被疑者を取調中

であるとか、実況見分、検証等に立ち会わせているというような場合だけでなく、間近いと

きに右取調べ等をする確実な予定があって、弁護人等の必要とする接見等を認めたのでは、

右取調べ等が予定どおり開始できなくなるおそれがある場合も含むものと解すべきである

旨判示している。 
 
１８０．さらに、実際の運用においては、被疑者の防御権を不当に制限しないよう十分配慮

がなされている。すなわち、検察官による接見指定の実務においては、検察官は、接見指定



を行う可能性のある事件について、あらかじめ施設の長に対し、接見指定を行うことがある

旨の通知書を発することとしているが、多くの場合は、弁護人は電話等により検察官との間

で接見の日時等の協議を行い、適正に接見が行われているほか、当該通知のあった事件につ

いて、弁護人が直接施設に赴いて被疑者との接見を求めたときでも、係官は検察官に連絡を

取り、検察官が接見指定の要否を上記の最高裁判例の趣旨に従って判断し、接見指定を行わ

ないか、あるいは接見時間のみについて指定を行う場合は、弁護人と被疑者を直ちに接見さ

せる取扱いとしている。 
 
１８１．なお、検察官等による接見日時等の指定については、その処分の適法性について、

被疑者側から裁判所に対する不服申立が可能である。 
 
１８２．また、接見指定権を定める同法第３９条第３項本文の合憲性については、１９９９

年３月２４日の最高裁判所大法廷において、裁判官全員一致で憲法第３４条前段、第３７条

第３項、第３８条第１項に違反しない旨、判決で述べられている。 
 
（２）施設管理上の必要 
１８３．施設管理上の必要性について、第３回及び第４回報告で述べたとおり、例えば、監

獄が、緊急の必要性のない深夜の接見を拒否するような場合であり、施設の人的及び物的条

件が有限である以上、当然に認められる制約で、やむを得ないものである。 
 
１８４．なお、監獄法施行規則第１２２条は、接見は行刑施設の執務時間内に限るものとし、

施設管理上の必要に基づく弁護人接見の制限を認めている。しかし、休日においても、緊急

の必要性がある場合、弁護人接見の訴訟手続上果たす重要な役割にかんがみ、一定の条件で

接見を認めることとしている。 
                                                                                 
１８５．また、警察留置場においては、被留置者と弁護人等との接見交通権の重要性にかん

がみ、休日その他留置場の執務時間外においても、できる限り配慮して応じることにしてい

る。 
 
３．矯正施設における処遇状況 
  (１)受刑者の処遇 
１８６．我が国の行刑施設の収容人員は、１９９３年末には４５，５２５人であったが、２

００３年末には７３，７３４人となり、この１０年間に約６２パーセント増加している。ま

た、収容率についても、１９９３年末に７１．０パーセントであったが、２００３年末には

１０５．８パーセントに達している。とりわけ、２００３年末の受刑者等の人員は６１，５

３４人、収容率にして１１６．６パーセントに達しており、このため、刑務所６７庁のうち、



５８庁において収容定員を超え、うち１７庁は収容率１２０パーセントを超えている。 
 
１８７．このような急激な収容人員の増加とそれに伴う深刻な過剰収容に加え、暴力団関係

者、薬物事犯者等処遇が困難な受刑者が高い割合を占める状況にあり、また、言語、風俗、

習慣等を異にする外国人受刑者も増加している。 
 
１８８．他方、行刑施設の職員（配置定員）数は、１９９３年度末が１７，０２５人であっ

たところ、２００３年度末は１７，１１９人であり、９４人増加したものの、職員１人当た

りの被収容者数（年末収容人員／年度末職員数）は、この１０年間に約２．６人から約４．

２人に増加しており、顕著な職員負担率の増加が認められるところ、２００４年及び２００

５年にかけて計５００人以上の職員増によって負担率の改善に努めている。 
 
１８９．なお、法務省矯正局と我が国の人権ＮＧＯの一つである日本弁護士連合会とは、受

刑者処遇などについて、２０００年６月に勉強会を開始し、その後も多数回にわたって意見

交換を行い、２００３年１１月をもって、当初予定していた議題の全てについて意見交換が

終了した。 
 
（ａ）分類処遇制度 
１９０．受刑者の改善更生及び社会復帰を図るためには、個々の受刑者の持つ人格特性及び

環境的・社会的諸問題に対応した処遇を行う必要がある。個々の受刑者の持つ問題点を明ら

かにするための科学的調査を分類調査といい、その結果に基づいて処遇計画を立て、その計

画を効果的に実施するための集団を編成し、各集団に応じた有効な処遇を行うことを分類処

遇という。この「分類処遇制度」は、我が国における受刑者処遇の基本制度となっている。 
 
１９１．具体的には、新たに刑が確定して行刑施設に入所した受刑者は、その時点で行われ

る分類調査の結果によって、収容分類級（収容する施設又は施設内の区画を区別する基準と

なる分類級）及び処遇分類級（処遇の重点方針を区別する基準となる分類級）が判定され、

収容する施設が決定されている。 
 
（ｂ）刑務作業 
１９２．刑務作業は、受刑者の矯正及び社会復帰を図るための重要な矯正プログラムの一つ

である。これは、受刑者に規則正しい勤労生活を行わせることにより、その心身の健康を保

持し、勤労精神を養成し、規律ある生活態度並びに共同生活における自己の役割及び責任の

自覚を助長するとともに、職業的知識及び技能を付与することにより社会復帰を促進するこ

とを目的としている。 
 



１９３．特に、刑務作業の一形態としての職業訓練は、受刑者に対して職業に必要な知識及

び技術を習得させるとともに、出所後の就職に役立つ免許や資格を取得させることを目的と

して実施している。その種目には、溶接、電気工事、自動車整備、情報処理、建設機械、介

護サービス等があり、２００３年度は、１，８７６名が職業訓練を修了した。 
 
１９４．この職業訓練の結果、溶接技能者、電気工事士、理容師、美容師、情報処理技術者、

訪問介護員等の免許又は資格が取得されており、受刑者の社会復帰に大いに役立っている。

２００３年度の免許又は資格の取得者は、２，２１４名に達している。 
 
１９５．刑務作業における就業条件の基準は、原則として一般社会のそれに照らして適正な

ものでなければならないとされており、作業時間については、原則として１日につき８時間、

１週間につき４０時間であり、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始が免業日となっている。

また、所内では、一般の民間企業を対象とした厚生労働省の定める労働安全衛生法に準じた

「刑務作業安全衛生管理要綱」により、各種の刑務作業上の事故防止策がとられており、災

害率は民間工場に比べて低いものとなっている。受刑者は、作業時間中雑談を禁止されるが、

これは作業上の安全を確保するために必要な最小限の措置であり、作業上必要な会話は許可

されているほか、休憩時間中の会話は禁止されていない。 
 
１９６．刑務作業が過酷な条件のもとで行われているものではないことは、所定の作業に服

する義務のない禁錮刑を言い渡された受刑者の約９０パーセントが、自らの希望で懲役受刑

者と同様の作業を行っていることからも明らかである。 
 
（ｃ）生活指導 
１９７．受刑者に健全な心身を培い、遵法精神を養わせ、健全な社会生活を送るための知識

や生活態度等を身につけさせるとともに、その情操を豊かにすることを目的として、クラブ

活動、カウンセリング、講話、レクリエーションなどを行っている。 
 
１９８．また、犯罪の行動面に着目し、受刑者を類型化し、例えば、薬物関係受刑者に対す

る薬害教育、暴力団組織からの離脱指導等の生活指導（処遇類型別指導）を行っているほか、

近時、特に、被害者の視点を取り入れた教育の充実を図っている。 
 
（i）薬物関係受刑者に対する薬害教育 
１９９．覚せい剤等の薬物関係受刑者に対して、薬物が及ぼす身体的・社会的害悪を認識さ

せ、遵法精神を喚起させる指導を行っている。例えば、密売事犯者と自己使用者に区分した

グループを編成し、講話、集団討議、カウンセリング等の処遇技法を用い、指導効果を高め

るようにしている。 



 
（ii）アルコール依存症の受刑者に対する酒害教育 
２００．過度の飲酒や長期にわたる飲酒によりアルコール依存症に陥り、それが、直接ある

いは間接に犯罪の要因になった受刑者に対し、カウンセリング、集団討議等の方法により、

飲酒がもたらす弊害について認識させるとともに、改善更生の意欲を喚起させるための指導

を行っている。 
 
（iii）暴力団組織からの離脱指導 
２０１．暴力団関係受刑者を更生させるためには、暴力団組織から離脱させることが不可欠

であるため、各行刑施設では、入所時から出所時に至るまでの全期間を通じて、関係組織か

ら離脱するための個別相談及び指導並びにこれに伴う就職あっ旋援助を積極的に行ってい

る。 
 
（iv）被害者の視点を取り入れた教育 
２０２．被害者のおかれた状況や心情を理解させ、謝罪の気持ちを養わせるために、集団討

議等の各種処遇技法や視聴覚教材を用いた指導を行っているほか、被害者について十分な知

識と理解を持った外部の専門家を講師として招へいし、集団に対する講話や個別の面接指導

を行っている。 
 
（ｄ）教科教育 
２０３．受刑者の中には、義務教育を修了していない者あるいは修了していても学習が不十

分な者も少なくない。これらの者に対しては基礎的な教科の補習教育を行っている。義務教

育未修了者は、行刑施設内で就学義務猶予免除者の中学校卒業程度認定試験を受けることも

できる。また、地元公立高等学校の協力を得て、高等学校の通信制課程を受講できる機会を

設けている行刑施設もある。 
 
（ｅ）その他の教育的活動 
２０４．各行刑施設において通信教育、部外協力者による指導、釈放前指導等を行っている

ほか、少年受刑者に対しては、その特性に応じた教育を行っている。 
 
(i)部外協力者による指導 
２０５．篤志面接委員等の部外協力者が、受刑者各自が更生する上での問題点とその解決方

法等について個別に助言・指導を行い、必要に応じて継続し出所時まで指導に当たる方策で

ある。これは人生経験が豊かで熱意ある民間の篤志家によって実施されるため、受刑者に感

銘を与え、更生への意欲を高めるなどの実効がある場合が多い。 
 



(ii)釈放前指導等 
２０６．受刑者の円滑な社会復帰のためには、行刑施設内の生活と出所後の社会生活とのギ

ャップをできるだけ少なくする必要がある。このような理由から、釈放が近づいた受刑者に

対し、一定の期間、釈放準備のための集中的な処遇を行っている。具体的には、社会復帰後

の就職に関する知識及び情報の付与、一般社会における生活及び勤労の体験、保護観察制度

その他更生保護に関する知識の付与、帰住及び生計の方策に関し必要な調整などを行ってい

る。 
 
（ｆ）少年受刑者の処遇 
２０７．少年受刑者については、少年刑務所等、特に設けた行刑施設又は行刑施設内の特に

分界を設けた場所に収容して成人とは分離し、これらの受刑者の特性を考慮し、個別的処遇

計画の策定や個別担任制の採用などによる「処遇の個別化」と個別面接等による個別指導の

実施、各種処遇技法を用いての処遇類型別指導の実施、職業訓練受講の督励などによる「処

遇内容・方法の多様化」を二本柱とする基本的理念に基づいた処遇を行っている。少年院に

収容された１４歳以上１６歳未満の少年受刑者に対しては、懲役刑の言渡しを受けた場合で

あっても作業は課さず、矯正教育を行うこととされている。 
 
（ｇ）外部交通 
２０８．受刑者に対しては、その改善、更生に資する善良な外部者との関係の維持に配慮し

つつ、改善、更生に悪影響を及ぼす者等との交流を絶った環境の下で、個々の受刑者の行状、

性向等に応じて矯正処遇を施す必要があること等から、受刑者の外部交通は、その親族に対

するものであることを原則とし、親族以外の者との外部交通については、個々に具体的な必

要性を考慮して認めるなどしている。 
 
（２）被収容者の生活 
（ａ）衣類・寝具  
２０９．衣類・寝具は、受刑者には居室衣、作業衣、下着、蒲団、毛布、敷布等を貸与し、

未決拘禁者には原則として自弁としている。ただし、自弁できない場合には貸与している。 
 
（ｂ）食事 
２１０．食事については、すべての被収容者に、国が給与することを原則としているが、未

決拘禁者については、本人が希望すれば外部から自費で食料を入手することができる。給与

される食事は、被収容者の性別、年齢、作業の内容等に応じ、健康及び体力を保つために必

要な熱量が確保されている。被収容者に対する食料給与については、被収容者の健康保持の

ため重要なものであるので、従来からその内容の充実に努めてきたところであるが、食事内

容の更なる改善を図るため、１９９５年に見直しを行い、肥満防止及び生活習慣病予防の観



点から、段階的に主食の熱量を減ずる一方、副食の熱量を増加するとともに、栄養素（たん

ぱく質、ビタミン等）の標準量を改善している。 
 
（ｃ）保健衛生及び医療 
(i)入浴 
２１１．入浴は、１週間に２回（夏期は３回）実施されている。入浴の時間は、平均１５分

（女子は平均２０分）である。夏期には、毎日の作業終了後等、身体を拭く時間やシャワー

の時間を設けている施設もある。 
 
(ii)運動 
２１２．運動は、健康保持上必要なものであるので、入浴日以外は最大限の保障がされてい

る。天候が許す限り戸外運動を実施しているが、雨天時には室内運動も実施している。 
 
(iii)健康診断 
２１３．健康診断については、一般社会と同様、定期健康診断、生活習慣病対策等を積極的

に実施している。 
 
(iv)医療 
２１４．行刑施設では、医師等医療専門職員が配置され、被収容者の医療に当たっている。

一般の行刑施設において治療困難で専門的医療を施す必要がある者及び病状から長期的な

療養が必要な者については、高度な医療機器や医療専門職員を集中的に整備、配置した医療

重点施設又は医療刑務所に収容して十分な医療措置が受けられる体制をとっている。この医

療刑務所の中には、医療法の規定により病院の指定を受けている施設もある。さらに、人的・

物的に施設内で適切な医療を施すことが困難な場合には、外部の専門医の診療を受けさせた

り、外部の病院に入院させるなど被収容者に対する適切な医療に努めている。加えて、（３）

で述べるように行刑運営改善の主たる項目の一つとして、行刑施設における医療の充実が取

り上げられており、現在、更なる充実に向けて検討を進めているところである（「（３）行刑

運営の改善」参照）。 
 
（ｄ）規律及び秩序 
２１５．被収容者の処遇のための適切な環境及びその安全かつ平穏な共同生活を維持するた

めに、行刑施設の規律及び秩序は厳正に維持されなければならない。国連の「被拘禁者最低

基準規則」も「規律及び秩序は厳正に維持されなければならない。」と規定しているところ

であり、行刑施設の規律及び秩序は、「確固として」、「揺るぎなく」維持しなければならな

いものと考えている。 
 



２１６．しかしながら、行刑施設の規律及び秩序は無意味に厳しく維持されるものであって

はならないのはもちろんであって、これを維持するために定めた所内規則については、機会

があるごとに、その内容が目的を達成するため合理的に必要と判断される限度を超えること

のないように留意し、今日的な保安の状況において、必要性が減少したと認められるものに

ついては必要な範囲内のものに改めるなど、適正な運営に努めている。 
 
（ｅ）懲罰 
２１７．行刑施設においては、多数の被収容者を集団として適正に管理し、逃走等を防止し

て、その身柄を確保するとともに、被収容者の法的地位に応じた収容の目的を達成するため、

行刑施設内の規律及び秩序を適正に維持する必要がある。そのため、施設内で禁止される行

為について、「被収容者遵守事項」として定め、事前にこれを被収容者に告知し、周知させ

るよう十分に配慮した上で、違反者に対しては懲罰の対象とすることにより、禁止された行

為の発生を防止し、施設内の規律及び秩序を維持する制度を設けている。 
 
２１８．懲罰の種類には、叱責、文書・図画閲読の３ヶ月以内の禁止、作業賞与金計算高の

一部又は全部の削減、２ヶ月以内の軽屏禁等がある。軽屏禁は、通常の居房と同じ構造の独

居房において、他の被収容者との接触を絶ち、居房内に着座させて、内省の機会を与え、改

悛を促すというものであり、現在、実際に科せられている懲罰の中では最も重いものである。

軽屏禁の執行に際しては、事前に医師による健康診断を実施して、健康に害がないと認めら

れなければ執行を開始することができないこととされており、執行中においても、医師によ

る診断がなされ、健康に害を及ぼす特別の事由があるときは執行を停止するなど、健康を害

することがないよう十分に配慮している。 
 
２１９．行刑施設における懲罰の手続は、法務大臣訓令に則り、まず、規律違反行為容疑者

に対して容疑行為等を告げた上、当該容疑者から、事実関係、経緯等について事情を聴取す

るほか、職員からの報告、規律違反行為を見聞きした他の被収容者からの事情聴取等により

事実関係を把握する。その後、当該行刑施設の幹部職員をもって構成する懲罰審査会におい

て、当該容疑者を出席させて規律違反の容疑事実を告知し、弁解の機会を与えた上で、当該

容疑者を補佐する立場の役割を果たす幹部職員が、当該容疑者のために意見を述べ、これら

の内容を斟酌するとともに規律違反の疑いのある行為の有無・動機・内容・態様、当該容疑

者の行状・処遇経過、当該行刑施設の保安の状況等を踏まえて懲罰審査会としての意見を決

定して、これを行刑施設の長に報告し、行刑施設の長が、懲罰審査会の意見を踏まえ、かか

る諸事情を総合的に考慮して科罰するか否か、科罰する場合の懲罰の内容を決定していると

ころであり、公正さが担保された適正な運営の確保が図られている。 
 
（ｆ）保護房への収容及び戒具の使用 



２２０．被収容者が、逃走、暴行又は自殺に及ぶおそれがある場合、制止に従わず、大声又

は騒音を発する場合、房内汚染等異常な行動を反復するおそれがある場合等で、同人を普通

房に収容することが不適当と認められるときについては、保護房（被収容者の鎮静及び保護

に充てるため設けられた相応の設備及び構造を有する独居房をいう。）に収容することがあ

り、また、被収容者が、逃走、暴行又は自殺に及ぶおそれがある場合等には、戒具（手錠）

を使用することがある。保護房は、その目的達成の観点から、構造上、遮音性、堅牢性等に

配慮し、自殺等に供されやすい設備、器具、突起物等を除き、壁や床に柔らかい材質のもの

を使用するなどした居房であり、保護房への収容は、法令に基づき隔離の必要がある場合に

おける独居拘禁の一形態である。これら保護房への収容又は戒具の使用については、関係法

令に基づくほか、通達等により、従来から、状況に応じ、その目的を達成するため合理的に

必要と判断される限度を超えてはならないとされ、戒具使用中の者及び保護房収容中の者に

ついては、早期に解除できるよう被収容者に働きかけるほか、必ず医師にその心身の状況を

把握させ、必要に応じて診察させることとしている。 
 
２２１．ところで、戒具（手錠）の一種として、これまで使用されてきた革手錠（革製のバ

ンドに、両手首を固定する円筒型の革の腕輪が付いている構造の手錠）については、前記の

とおり、名古屋刑務所刑務官が同手錠で受刑者の腹部を強く締め付けたなどとして、特別公

務員暴行陵虐致死傷罪により公判請求された事案があったことにかんがみ、２００３年１０

月１日から同手錠を廃止し、これに代わるものとして、腹部を締めることなく手首だけを拘

束する新型手錠が採用されている。新型手錠は、従前の革手錠とは異なり、手首以外の部位

を拘束することがないので、安全性はより高いものと考えている。 
さらに、適切かつ安全な運用の保障を高めるため、例えば、保護房に収容されている者に対

しては、保護房収容のみでは、暴行又は自殺を抑止できないと認められる場合に限り、新型

手錠を使用することができること、被使用者の身体に危害等を加えるような方法で新型手錠

を使用してはならないこと等の指針を明確化し、これを訓練、研修等を通して徹底する措置

を講じた。 
 
（ｇ）不服申立制度 
２２２．行刑施設の被収容者は、不服がある場合、法務大臣又はその命令を受けた法務省の

職員である巡閲官に対し不服を申し出ることができる情願（監獄法第７条）の制度がある。

情願制度は、行刑施設の処置全般にわたる不服を対象とするもので、法務大臣に対しては書

面で、巡閲官に対しては書面又は口頭で行うものである。被収容者には、秘密申立権が保障

されている（監獄法施行規則第４条第２項、同規則第６条）。法務大臣に対する情願につい

ては、大臣が閲覧の上、原則として、矯正局において申立内容を詳細に調査するが、申立て

の内容によっては、大臣の指示に基づき、人権擁護局において調査を行う等の運用見直しを

行い、実効性を高めており、これらの調査により事実を確認し、十分に検討した上、処理し、



その結果を申立人に通知することとしている。この際、職員が被収容者に対し不適切な処遇

を行ったことが判明した場合には、当該職員は、懲戒処分や刑事上の処分を受けることとな

る。 
 
２２３．また、被収容者が監獄の職員の処置又は一身上の事情について所長に面接して救済

又は助言を求める制度として、所長面接制度が設けられている（監獄法施行規則第９条）。 
 
２２４．そのほか、刑事上の告訴、人権侵犯申告の手段を利用して捜査機関等に申立てを行

い、迅速かつ公平な検討を求めることができるほか、民事訴訟又は行政訴訟を提起すること

も可能である。 
 
２２５．なお、（３）で述べるように行刑運営改善の主たる項目の一つとして、不服申立制

度の見直しが取り上げられており、現在、行刑改革会議からの提言を受けて、改善措置につ

いて検討を進めているところである。 
 
○監獄法 
第７条 在監者監獄ノ処置ニ対シ不服アルトキハ法務省令ノ定ムル所ニ依リ法務大臣又ハ

巡閲官吏ニ情願ヲ為スコトヲ得 
 
○監獄法施行規則 
第９条 所長ハ監獄ノ処置又ハ一身ノ事情ニ付キ申立ヲ為サンコトヲ請フ在監者ニ面接ス

可シ 
２ 前項ノ申立ヲ為サンコトヲ予告スル者アルトキハ其ノ氏名ヲ面会簿ニ記載シ置キ其順

序ニ従ヒ面接シタル後本人ニ開示シタル意見ノ要旨ヲ面会簿ニ記載ス可シ 
 
（３）行刑運営の改善 
２２６．行刑運営の改善については、監獄法改正の動きや第４回政府報告書審査時の懸念事

項等を考慮して、行刑施設における所内規則の見直し等、所要の措置を講じてきたところで

ある。このような中で、前記のとおり、名古屋刑務所刑務官が特別公務員暴行陵虐致死傷罪

により公判請求されたことを契機として、行刑運営の在り方について国会等において集中的

な議論がなされ、これら議論を受けて、法務省は行刑運営の改善策を講じているところであ

る。 
 
２２７．これまで行刑運営改善のために講じた主な措置には、前記のとおり、行刑施設で勤

務する職員への人権研修を充実させたこと、革手錠を廃止して安全性に配慮した新しい戒具

を導入したこと、被収容者から法務大臣への情願の処理方法を見直したこと等がある。 



 
２２８．また、幅広い観点から行刑運営改善を検討するために、様々な分野の民間有識者か

ら構成された行刑改革会議を立ち上げた。同会議では、ＮＧＯ等からのヒアリング、受刑者

及び刑務官に対するアンケート等により、行刑運営の実情を把握しつつ、①刑務所の規律や

懲罰制度等の処遇の在り方、②情報公開や不服申立制度等の透明性の確保、③医療水準の向

上や職員の執務環境の改善等の医療・組織体制等の諸観点から議論が進められ、２００３年

１２月には、同会議から「行刑改革会議提言～国民に理解され、支えられる刑務所へ～」と

題する提言が発表された。その中で、①受刑者の人間性を尊重して真の改善更生・社会復帰

を図り、②刑務官の過重な負担を軽減し、③国民に開かれた行刑を実現するための行刑改革

の基本的な方向性に関する様々な提言がなされた。具体的には、①刑務所等における規律等

の在り方の見直し、②人権救済のための制度の整備、③矯正医療の水準の向上、④外部交通

の拡大、⑤職員の職務権限の明確化、⑥刑事施設視察委員会（仮称）の創設、⑦情報公開・

地域社会との連携の促進等がある。 
 
２２９．法務省は、行刑改革会議からの上記提言を踏まえ、着実に行刑改革を実現するため、

行刑改革推進委員会を立ち上げ、省を挙げて改革に取り組んでいる。直ちに実施できる方策

として、行刑施設の所内規則の見直し、保護房仕様の見直し等に着手するとともに、保護房

収容事案を全件録画して一定期間保存すること、処遇関連情報等を定期的に公表することな

どの措置を既に講じたところである。さらに、行刑改革を実現する上で最も重要な課題であ

る監獄法（１９０８年制定）の改正作業を進めているところである。 
                                                                                 
４．いわゆる代用監獄 
（１）警察留置場制度 
２３０．日本においては、約１，３００の警察留置場が設置されている。警察留置場には、

刑事訴訟法に基づき逮捕された被疑者、刑事訴訟法に基づき裁判官の発する勾留状により勾

留された未決拘禁者等が留置されている。留置場に留置される被疑者は、２００３年の１年

間で約１９万人であった。逮捕された者は、釈放される場合を除いて、検察官の勾留請求に

より裁判官の面前に連れていかれ、裁判官が、勾留するか否かを決定する。 
 
２３１．被疑者の勾留場所は、刑事訴訟法によって、監獄とされており（同法第６４条第１

項等）、監獄法は、警察留置場を監獄に代用することができると定めている（同法第１条第

３項）。この警察留置場を監獄代用することができる制度がいわゆる「代用監獄制度」と呼

ばれているものである。なお、被疑者の勾留場所については、刑事訴訟法上拘置所又は警察

留置場のいずれを選択するかを定めている規定はなく、検察官の請求を受けて、裁判官が、

個々の事件ごとに、諸般の事情を総合的に勘案して勾留場所を決定している（同法第６４条

第１項）。 



 
（２）警察留置場における生活 
２３２．警察留置場における被留置者の生活については、以下に具体的に述べるとおり、被

留置者の人権を十分保障し、国連の被拘禁者処遇最低基準規則の趣旨に沿った処遇が行われ

ている。留置場の施設・設備については、より快適な生活環境となるよう常に改善整備に努

めているほか、被留置者の人権保障を一層充実させるため、食事の改善や外国人・女性等の

特性に配慮した処遇を推進するなどの努力を続けている。 
 
（ａ）留置場の構造及び設備 
２３３．居室の構造は、居室の前面に不透明な遮蔽板を設けて被留置者が看守者席から常時

監視されることのないようにしているほか、居室内のトイレは、周囲を壁で囲ったボックス

型とし、臭気カバーを取り付けるなど、被留置者のプライバシーや人権保護に留意したもの

となっている。畳等の上に直接座るという日本の生活習慣を勘案し、居室内には畳又はじゅ

うたんが敷かれており、居室においてもこれと同様の生活習慣が保たれるようにしている。

被留置者の適切な処遇を行うため、矯正施設等と同等の面積が確保されるように基準が定め

られている。 
 
２３４．被留置者の健康保持及び処遇向上のため、全国の留置場で、全自動洗濯機、洗濯物

乾燥機、布団乾燥機、加湿器、シャワー装置、冷蔵庫、感染症防止のための手指消毒器等の

備品の整備を推進している。留置場内の通風、採光に配慮するとともに、冷暖房装置の利用

により、２４時間快適な温度が保たれるように配慮している。 
 
（ｂ）留置中の行動 
２３５．他の被留置者の平穏に支障を及ぼしたり、拘禁目的に反しない限り、居室内での被

留置者の行動は自由であり、就寝時間以外でも自由に寝そべることも許されている。 
 
（ｃ）被留置者の健康保持 
２３６．被留置者の健康保持のために、１日３０分間、被留置者が希望する場合には、１時

間を超えて、広さ約１０平方メートル以上で、日照及び通風のよい留置場に続く戸外に設け

られた運動場で自由に運動できる時間が設けられている。 
 
２３７．睡眠時間帯は居室の明りを減光して睡眠に支障がないように配慮している。 
 
２３８．取調べの時間については、執務時間（通常午前８時３０分から午後５時１５分）中

に行うよう努めており、執務時間外に取り調べなければならない事情がある場合でも、留置

場の日課時限において定めた就寝時刻（通常午後９時頃）を過ぎてもなお取調べが続いてい



る際は、留置部門から捜査部門に取調べの打ち切りの検討要請を行うとともに、万一就寝時

刻が遅れた場合には、翌日の起床時間を遅らせるなどの補完措置をとり、十分な睡眠時間が

確保されるようにしている。 
 
２３９．月に２回、警察の嘱託医が被留置者の健康診断を行うほか、被留置者が負傷したり、

病気になった場合には、常備薬を投与したり、公費により速やかに医師の診療を受けさせて

おり、被留置者が医師を指定して自費による診療を希望すれば、通院することも可能である。

警察留置場への勾留のために被留置者の健康が損なわれないように、すべての可能な措置が

とられている。 
 
２４０．食事は、１日３回出され、国民生活の実情等を勘案して十分なものであるように資

格のある栄養士が定期的にチェックし、栄養のバランスのとれたものとなっている。また、

被留置者は、官給の食事以外の食事、パン、果物、菓子、乳製品等を外部から自己の負担で

購入したり、差し入れを受けることもできる。 
 
（ｄ）日用品等の自費購入等 
２４１．食料品、衣類等の自費購入及び差し入れも認められる。 
 
（ｅ）面会、信書の発受等 
２４２．弁護人等との面会及び信書の発受は、原則として保障されており、家族等との面会

及び信書の発受についても、裁判所が拘禁目的を達成するために行う制限を除き、原則とし

て保障されている。 
 
２４３．また、複数の弁護人や家族が被留置者と面会できるような面会室を設け、弁護人の

秘密交通権をより保障するために室外へ面会中の会話が漏れないための措置を講じている。 
 
（ｆ）新聞、図書等の閲覧等 
２４４．被留置者は、無料で日刊新聞や備え付けの図書を閲覧することができるほか、食事

時間等毎日一定の時間に、ニュース、音楽等のラジオ番組を聴取することができる。 
 
２４５．なお、本規約等の国際規則をも登載した六法全書を毎年度新しいものを購入して備

え付けており、被留置者の防御権行使への配慮に努めているところである。 
 
（ｇ）身体検査及び傷病等の調査 
２４６．被留置者の留置開始時及び出入場時には、被留置者の安全確保と留置場の秩序維持

を図るために必要な限度において、留置担当者が身体検査を実施し、被留置者が凶器や危険



物を所持していないことを確認するとともに、被留置者の健康状態の聴取・確認を行い、疾

病・傷病の申立があったとき、又は疾病・傷病の可能性があるときには、医師の診察を受け

させるなどの必要な措置をとっている。 
 
（ｈ）外国人被留置者の処遇 
２４７．外国人被留置者に対しても適切な処遇を行うため、１４か国語（英語、北京語、広

東語、タイ語、タガログ語、ウルドゥー語、スペイン語、ペルシャ語、韓国語、マレー語、

ベンガル語、ロシア語、ベトナム語及びミャンマー語）による文字、音声の両方の豊富な文

例を呈示できるＣＤ－ＲＯＭを使った「留置手続告知機」の整備を進めている。また、食事、

宗教活動等の面において、可能な限りそれぞれの習慣に従って処遇するように配慮している。

また、領事関係に関するウィーン条約第３６条１（ｂ）に基づき、外国人を逮捕、留置、勾

留または拘禁した場合には、当該人の要請があるときは、同人の国籍の領事館に連絡するこ

ととしている。 
 
（ｉ）女性被留置者等の処遇 
２４８．警察留置場における基本的な処遇条件に男女の差別はないが、女性被留置者の取り

扱いに当たっては、その特性に十分配慮して、男性被留置者とは別の区画に収容され、互い

に見えることがなく、かつ、運動や出入場の際も顔を合わせることのないように処遇してお

り、女性被留置者の身体検査及び入浴時の監視は、女性警察官又は女性職員でしか行い得な

い。また、女性被留置者の処遇に当たっては、その身だしなみを整えるために必要な、化粧

水、クリーム、整髪料等の化粧品やくし、ヘアーブラシを洗面所等で使用できるよう配意し

ているほか、使用済み生理用品を本人が直接廃棄するための屑かご等を設置している。 
 
２４９．さらに、女性被留置者の処遇は、女性警察官が行うことが望ましいため、女性警察

官を常時配置し、女性被留置者のみを収容する女性専用留置場の設置を推進しており、これ

までに４３場設置している。 
 
２５０．また、少年の被留置者についても、成人から悪影響を受けることのないように、成

人の被留置者とは別の区画に収容され、女性被留置者と同様に互いに見えることがなく、か

つ、運動や出入場の際も顔を合わせることのないように配慮している。 
 
（３）捜査と留置の分離 
２５１．被留置者の人権を保障するため、警察においては、被留置者の処遇を担当する部門

と犯罪の捜査を担当する部門は厳格に分離されている。被留置者の処遇は、留置部門の職員

の責任と判断によってのみ行われ、捜査員が警察留置場内に入って、留置されている被疑者

の処遇に介入することは禁止されており、被疑者の取調べは、留置場の外にある取調室等で



行われる。 
 
２５２．被留置者の処遇を担当する部門は、捜査を担当しない管理部門の留置主任官の指揮

下にあり、警察本部の留置管理課等及び警察庁の留置管理官の監督を受ける。 
 
２５３．以下は、捜査と留置を分離するために取られている具体的措置であるが、警察庁の

留置管理官以下の職員等が定期的に全国の警察留置場を巡回し、その徹底を図っている。ま

た、万が一、警察官が以下の方針に反し不適正な取扱いを行った場合には、厳しい処分が科

される。 
 
（ａ）留置開始時の告知 
２５４．新たに留置した被留置者に対し、被留置者の処遇は、すべて留置業務担当者が行う

旨を留置開始時に告知する。 
 
（ｂ）留置場出入場のチェック等 
２５５．捜査上の必要から被留置者を留置場から出場させる際には、捜査主任官がその必要

性について個別に実質的なチェックを行った上で文書により留置主任官に要請し、留置主任

官の承認により行うこととされており、捜査員が被留置者の処遇に関与するなどの不適切な

取扱いがなされないよう、捜査と留置の両方の責任者がチェックを行う。出入場の時刻は、

留置部門がすべての被留置者について作成している出入簿に記録され、留置部門による厳格

なチェックがなされているため、捜査員が恣意的に被留置者を留置場から出場させることは

不可能である。この記録は、審理の状況に照らし、必要かつ相当な場合には、公判廷に提出

されることもある。 
 
（ｃ）日課時限の確保 
２５６．取調べ等の捜査活動によって、食事、睡眠等の日課時限に支障を及ぼすことのない

よう、必要な場合には、留置主任官から捜査主任官に対して取調べ等の打ち切りの検討を要

請し、日課時限の確保に努めている。 
 
（ｄ）食事の提供 
２５７．食事は、被留置者の処遇の最も重要なものの一つであり、捜査員が取調室等で食事

を摂らせることはない。 
 
（ｅ）面会、差入れの取扱い 
２５８．面会、差入れは留置部門の業務であり、捜査員にその申出がなされた場合でも、捜

査員において取り扱うことなく、速やかに留置部門に引き継ぐこととしている。 



 
（ｆ）身体検査、所持品検査及び所持品の保管 
２５９．被留置者の身体検査、所持品検査及び所持品の保管は、留置主任官の責任において

行い、捜査員が検査に立ち会ったり、所持品を保管したりすることは許されない。 
 
（ｇ）被留置者の護送 
２６０．検事調べのために警察留置場から検察庁等へ被留置者の身柄を移したり、医療等の

ために警察留置場から医療施設へ被留置者の身柄を移したりする際の被留置者の護送は、留

置主任官の責任において行われ、被留置者の戒護員には、原則として捜査部門以外の留置部

門を主とする管理部門の者を充てることにしている。 
 
（４）留置業務担当者等に対する教育 
（ａ）都道府県警察本部等の上級幹部等に対する教育 
２６１．警察署等の留置業務担当者の全般的な指導に当たる都道府県警察の本部等の上級幹

部等に対し、警察庁において、それぞれ約１０日間にわたって、本規約にも配慮した適正な

留置業務の管理運営等に関する教育を行っている。 
 
（ｂ）留置業務担当者等に対する教育 
２６２．警察署等において留置業務を担当する警部補以下の留置業務担当者等に対し、都道

府県警察において、約１０日間にわたって、本規約にも配慮した被留置者の適正処遇等に関

する教育を行っている。 
 
第１１条：民事拘禁の禁止 
２６３．第４回報告のとおり。 
                                                                                 
第１２条：居住・移転の自由 
１．出入国管理制度及び難民認定法に規定する再入国許可制度 
２６４．再入国の許可を受けている者は、上陸の申請に当たり査証を要せず（入管法第６条

第１項ただし書）、また、上陸許可の証印を受ける必要はあるものの、改めて在留資格及び

在留期間の決定を受ける必要はなく（第９条第３項ただし書）、再入国した後は従前の在留

資格及び在留期間等が継続しているものと擬制される。ただし、再入国の許可は、同許可に

よる上陸許可まで保証するものではなく、再入国の許可を受けていても、出国中に上陸拒否

事由（入管法第５条）に該当することとなった場合には、特別永住者を除き、上陸は許可さ

れない。 
 
２６５．他方、特別永住者については、その歴史的経緯を考慮し、我が国における法的地位



の一層の安定化を図るため、入管特例法によりいくつかの特例が定められており、再入国許

可に関しては、①再入国許可を受けて上陸する際に、上陸拒否事由への該当性について審査

されることはなく、有効な旅券を所持するとの要件に適合すれば、入国審査官から上陸許可

の証印を受けることができ（入管特例法第７条）、②再入国の許可の一般的な有効期間は「３

年」であるところ、特別永住者については「４年」となっている（入管特例法第１０条第１

項）。さらに、入管特例法第１０条第２項により、法務大臣は、特別永住者の本邦における

生活の安定に資するとの入管特例法の趣旨を尊重するものとされている。 
 
２．我が国の難民政策 
２６６．我が国の難民認定制度は、１９８２年１月１日に発足し、現在に至っているが、近

年の国際情勢の変化に伴い、我が国の難民認定制度を取巻く状況も大きく変化してきた。 
  我が国としては、これらの状況に適切に対応するために難民認定制度を見直すこととし、
仮滞在許可制度の創設、難民として認定された者等の法的地位の安定化、不服申立制度の見

直し等を内容とする出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律（以下「改正入管法」

という。）を第１５９回国会に提出し、２００４年５月２７日、可決成立した。 
 改正入管法は同年６月２日に公布され、交付の日から１年を超えない範囲内において政令

で定める日から施行されることが予定されている。 
 新しく創設された仮滞在許可制度は、不法滞在者である難民認定申請者の法的地位の安定

化を図るために設けられたものであり、①本邦に上陸した日から６月を経過した後難民認定

申請を行ったもの、②迫害のおそれのあった領域から直接本邦に入っていないもの、③本邦

に入った後に刑法等に定める一定の罪を犯して懲役又は禁錮に処せられたもの等に 
該当しなければ法務大臣が仮滞在の許可を与え、退去強制手続を停止し、難民認定手続を先

行して行うこととしたものである。 
 また、難民として認定された者等の法的地位の早期安定化のための在留資格の付与につい

ては、不法滞在者等で難民と認定された者の中でも、迫害国から直接本邦に入り遅滞なく難

民である旨申し出た者等は、特に要保護性の高い者と考えられ、一定の要件を満たす場合に

は、「定住者」としての在留資格を認めることとした。 
 
（１）難民条約上の難民 
２６７．我が国は、２００３年末までに３１５人を認定している。なお、受理件数は、３，

１１８人、取下げ４０２人、不認定２，２３０人となっている。 
 
（２）インドシナ難民 
２６８．インドシナ難民については、１９７９年５月３０日に国連難民高等弁務官事務所と

ベトナム政府との間で取り決められた「合法出国計画に関する了解覚書」に基づき、ベトナ

ム在住のベトナム人について、家族との再会のため本邦に入国を希望するものについての受



け入れを行っていたが、２００３年３月１４日付け閣議了解により、呼び寄せ家族の申請受

付を２００４年３月末日で終了した。 
 
２６９．２００３年末までに我が国で定住を認められたインドシナ難民の総数は、１１，０

８７人となっている。 
                                                                                                  
（３）武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 
２７０．国民保護法（本報告第４条の項参照）は、武力攻撃事態等において、武力攻撃から

国民の生命、身体及び財産を保護するために、国及び地方公共団体等が住民を避難させる措

置等につき規定している。これらの規定は国民の移動の制限を含む内容であるが、武力攻撃

事態等という国家の緊急事態において、国民の生命、身体及び財産を保護するために必要不

可欠な措置として法制化したものである。 
 
 
第１３条：外国人の追放 
２７１．外国人の退去強制については、その事由及び手続が、入管法に規定されており、同

法に基づき行われている（退去強制手続の流れは別紙⑨）。 
 
２７２．同法に定める退去強制手続は、予め退去強制事由を明確に定めておき、これに該当

する者につき、その該当事実を確認するための手続であると同時に、退去強制事由に該当す

ると認定された者の異議申出制度をも組み込んだ制度となっている。詳述すれば、入国審査

官によって退去強制事由に該当すると認定された者であっても、これに異議がある場合には、

特別審理官に対して口頭審理を請求することができ、この口頭審理の結果やはり退去強制事

由に該当すると判定された場合でも、これに異議があれば、さらに法務大臣に対して異議の

申出を行い、法務大臣の最終判断を求めることができる仕組みとなっている。 
 
２７３．これらの手続は、いわゆる事前手続として、退去強制の決定に先立って行われるも

のであり、この間に退去強制が執行されることはない。このような三段階の手厚い事前手続

の保障があることに加え、我が国の司法制度上、行政の決定についての訴訟を提起し、その

適否を争うことができることになっており、上記のような退去強制手続を経て退去強制が決

定されても、司法の救済を求めて争うこともできる仕組みになっている。 
 
２７４．なお、上記の口頭審理においては、容疑者に対して意見・弁解を述べ反論・反証す

る機会が与えられる。また、容疑者は代理人を選任することができ、代理人の助けを受ける

ことができる。 
 



２７５．退去強制手続を進めるにあたり、通訳をつけることに関する明文の規定はないが、

入国管理局では、語学研修等を通じて相応の語学能力を有する職員を育成しており、職員の

語学能力で十分に対応可能な場合には、職員による通訳を行っている。また、特殊な少数言

語しか理解できない者等で、職員で対応することが困難であると認められる場合には外部の

通訳人を付して手続を進めている。 
 
２７６．また、供述調書等の作成にあたっては、供述を録取した後に、通訳を介して調書の

内容を読み聞かせ、その内容に誤りがないか、外国人本人に確認させており、退去強制手続

を受ける者の人権を十分に尊重した取扱いを行っている。 
 
１．在留期間更新・在留資格変更不許可処分に対する異議申し立て制度 
２７７．在留期間更新・在留資格変更申請の不許可処分に際しては、不許可通知書に可能な

限り具体性をもってその理由を記載し、申請人本人に通知することとしているところ、在留

期間内に、不許可の理由となった点について是正・改善がなされた場合、改めて申請を行う

ことが可能である。また、不許可処分に異議を申し立てる手段として、不許可処分の取消し

を求める訴えを裁判所に提起することができる。 
 
２．行政手続法において入管行政が適用除外となっている問題 
２７８．行政手続法は、同法第２章から第４章までの適用を除外するものとして「外国人の

出入国、難民の認定又は帰化に関する処分及び行政指導」（同法第３条第１項第１０号）を

規定している。これは、同号に規定する処分等の相手方の有する権利の特質に応じた独自の

手続が定められていることによるものであるが、第４回報告で述べたとおり、対象外国人に

対し、意見・弁解を述べ反論・反証する機会を付与しているとともに、上記のとおり、処分

理由の告知を行うなどして適正な手続の下で処分を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙⑨）
退去強制手続の流れ

退 去 強 制 事 由 に 該 当 す る と 思 わ れ る 外 国 人

入 国 警 備 官 の 違 反 調 査

容 疑 な し 容 疑 あ り

収 容

入国審査官へ引き渡し（引継ぎ）

入国審査官の違反審査

退去強制事由に 退去強制事由に
非該当と認定 該当と認定

口頭審理の請求 異議なし

特別審理官の口頭審理

認定の 認定に
誤りと判定 誤りなしと判定

異議の申出 異議なし

法務大臣（又は地方入国管理

局長）の裁決

理 由 あ り 理 由 な し

特別に在留を 特別に在留を
許可する 許可する
事情あり 事情なし

在 留 継 続 放免 在留継続 在留特別許可 退去強制令書発付（ ）



第１４条：公正な裁判を受ける権利 
１．法的枠組 
（１）民事訴訟法の改正 
２７９．民事訴訟手続に関し、第４回報告で述べたとおり、(a)争点及び証拠の整理手続の
整備、(b)証拠収集手続の拡充、(c)少額訴訟手続の創設、(d)最高裁判所に対する上訴制度の
整備を内容とする新しい民事訴訟法が１９９６年６月に成立し１９９８年１月から施行さ

れた。 
 
２８０．その後も、２００１年６月には、証拠収集手続の一層の拡充を図る観点から、また、

２００３年７月には、民事裁判の充実・迅速化を図り、国民がより利用しやすいものとする

等の観点から、そして、２００４年１２月には、オンラインによる申立てを可能とすること

等を目的として、それぞれ民事訴訟法の改正が行われた。 
 
（２）少年法の改正 
２８１．少年事件の手続は、第２回報告第１４条４で述べたとおりであり、我が国の少年法

は、少年の健全育成を図るとの基本方針を堅持している。２０００年１１月には同法等の一

部を次のように改正した。 
  
２８２．少年による重大な犯罪が相次ぐなど、少年犯罪の動向に深刻なものがあったことか

ら、犯行時１６歳以上の少年が故意の犯罪行為により被害者を死亡させる罪を犯した場合に

は、原則として、保護処分ではなく、刑事処分を科すこととした（少年法第２０条第２項）。

これは、故意の犯罪行為によって何物にも代え難い人命を奪うという反社会性、反倫理性の

高い行為に対しては、少年であっても刑事処分をもって臨むという原則を明らかにすること

などにより、少年の規範意識を育て、少年やその保護者に社会生活における責任を自覚させ、

もって、少年の健全育成を図ることとしたものである。 
 
２８３．家庭裁判所が少年に適切な処分を施すためには、まずもって適正な事実認定がなさ

れることが重要であり、事実認定に対する国民の信頼を確保する必要があることから、少年

の保護事件においても３人の裁判官による合議制が採れることとし（裁判所法第３１条の４

第２項）、また、一定の場合には、家庭裁判所における事実認定に検察官が関与できること

とする（少年法第２２条の２）とともに、その場合には、家庭裁判所は、少年に弁護士であ

る付添人がないときには、必ず弁護士である付添人を付することとする（少年法第２２条の

３第１項）など、事実認定手続の一層の適正化を図るための法整備を行った。 
 
（３）民事法律扶助法の制定 
２８４．２０００年４月に制定された民事法律扶助法により、民事法律扶助事業の内容及び



同事業に関する国、弁護士会等の責務が法律で明らかにされるとともに、同事業を行う公益

法人を指定することができる制度（指定法人制度）の下で民事法律扶助事業が行われている。 
 
２８５．民事法律扶助事業は、憲法第３２条に定められている「裁判を受ける権利」を実質

的に保障する意義を有する制度であり、資力が乏しいために弁護士に相談したり、民事訴訟

を遂行することができない人（適法在留外国人を含む。）のために、法律相談を実施したり、

弁護士費用等を立て替えるという援助制度である。 
 
２８６．立替金は全額償還を原則としているが、相手方から金銭その他財産的利益を得てい

ないなどの事情がある場合には、償還を一時猶予したり、又は免除することができることと

している。同事業の実施主体は、同法第５条の規定により指定を受けた財団法人法律扶助協

会であり、国は指定法人に対して補助金を交付し、業務を監督することにより、同事業の適

正な運営の確保に努めている。 
 
２８７．民事法律扶助による援助を行った件数（法律相談を除く。）は、年々増加する傾向

にあり、２００３年度における件数は、４２，９９７件となっている。 
 
２．弁護人への証拠開示 
２８８．検察官は、証人、鑑定人、通訳人又は翻訳人の尋問を請求する場合には、被告人又

は弁護人に、その証人等の氏名及び住居を知る機会を与えなければならず、証拠書類又は証

拠物の取調べを請求する場合には、被告人又は弁護人に、これを閲覧する機会を与えなけれ

ばならない。これに加え、裁判所は、その訴訟指揮権に基づき、検察官が所持する証拠の開

示を命ずることができる。実際にも、検察官は、事案に即して証拠開示の要否、時期、範囲

等を検討し、被告人の防御上合理的に必要と認められる証拠については、これを適正に開示

することとしており、また、検察官と弁護人との間で意見が異なる場合には、裁判所におい

て判断されることとなる。 
 
２８９．このように、被告人及び弁護人は、公判を準備するために必要な証拠の開示を受け

る機会は既に保障されていたが、２００４年５月には、刑事裁判の充実・迅速化を図るため

の方策として、第一回公判期日前に事件の争点及び証拠を整理することを目的とする公判前

整理手続を創設し、この手続において、争点等を十分に整理するとともに、被告人が防御の

準備を十全に整えることができるよう、検察官による証拠開示を拡充することとする刑事訴

訟法等の一部を改正する法律が成立した。同改正法では、検察官は、被告人又は弁護人に対

し、まず、取調べを請求した証拠（以下「検察官請求証拠」という。）について、証人等の

尋問を請求した場合には、その氏名及び住居を知る機会を与え、かつ、その証言予定内容が

明らかとなる供述録取書等を閲覧及び謄写する機会（被告人の場合には閲覧の機会のみ。以



下同じ。）を与えなければならず、証拠書類又は証拠物の取調べを請求した場合には、これ

を閲覧及び謄写する機会を与えなければならないこととされている。また、検察官請求証拠

以外の証拠についても、検察官請求証拠の証明力を判断するために重要な一定類型の証拠及

び被告人又は弁護人が明らかにした主張に関連する証拠について、開示の必要性と弊害とを

比較衡量し、相当と認めるときは、その閲覧及び謄写の機会を与えなければならないことと

されている。さらに、検察官と被告人側との間で、証拠開示の要否等をめぐって争いが生じ

た場合には、中立公正な裁判所がこれを裁定するものとされている。 
 
２９０．刑事事件の捜査記録には、広範な捜査活動の結果収集された種々雑多な資料が含ま

れており、その中には事件の争点と関係しないものがあるばかりではなく、証拠開示によっ

て関係者のプライバシーや名誉が害されるとともに将来の捜査に対する協力が得られなく

なるおそれがあるものもあること等の理由により、検察官に公判提出予定証拠以外の証拠を

開示する一般的な義務を課すこと、あるいは、弁護側に証拠開示の一般的な権利を認めるこ

とは適当でない。 
                                                                                 
第１５条：遡及処罰の禁止 
２９１．これまでの報告のとおり。 
                                                                                 
第１６条：人として認められる権利 
２９２．これまでの報告のとおり。 
                                                                                 
第１７条：プライバシー等の尊重 
１．個人情報の保護 
（１）個人情報の保護に関する法律等関連５法の成立 
２９３．誰もが安心して高度情報通信社会の便益を享受するための制度的基盤として、官民

を通じた個人情報保護の基本理念等を定めた個人情報の保護に関する法律等関連５法が２

００３年５月に成立した。 
                                                                                 
（２）その他 
２９４．１９９９年７月の職業安定法の改正により、公共職業安定所、職業紹介事業者等は、

求職者、労働者等の個人情報の収集、保管又は使用に当たっては、業務の目的の達成に必要

な範囲内で行わなければならないこと及び個人情報を適正に管理するために必要な措置を

講じなければならないこととした（職業安定法第５条の４）。 
 
２９５．また、同法に基づき、職業紹介事業者等が求職者等の個人情報の取り扱い等に関し

て適切に対処するため、個人情報を収集する際には適法かつ公正な手段によらなければなら



ないこと等を内容とする指針を定めた。 
 
２９６．法務省の人権擁護機関では、興信所等が行う不当な身元調査については、結婚・交

際、就職における差別を助長するおそれが大きいことから、人権侵害が認められた場合には、

関係者に対する指導・啓発を行うなど、事案に応じた適切な対応を行っている。 
                                                                                 
２．優生手術に対する補償 
２９７．１９９６年の改正前まで、旧優生保護法（１９４８年法律第１５６号）は、遺伝性

精神病等の疾患にかかっており、その疾患の遺伝を防止するため優生手術を行うことが公益

上必要であると認められる者について、都道府県優生保護審査会の審査、公衆衛生審議会に

よる再審査、本人等による裁判所への訴えの提起等の厳格な手続を経て、その者の同意を得

ることなく当該手術を行う旨等を規定していたものである。 
 
２９８．同法は、優生保護法の一部を改正する法律（１９９６年法律第１０５号）により改

正され、本人の同意を得ない優生手術に係る規定等は削除されたところであるが、同法によ

る改正前の旧優生保護法に基づき適法に行われた手術については、過去にさかのぼって補償

することは考えていない。 
 
２９９．なお、優生保護法の一部を改正する法律による改正前の旧優生保護法においても、

本人の同意の有無にかかわらず、優生手術の術式として子宮摘出は認められていなかった。

また、改正後の母体保護法において、障害者であることを理由とした不妊手術や本人の同意

を得ない不妊手術は認められていない。 
 
第１８条：思想、良心及び宗教の自由 
３００．これまでの報告のとおり。 
                                                                                 
第１９条：表現の自由 
１．表現の自由に対する規制 
（１）教科書検定 
３０１．我が国では、学校教育法により、小・中・高等学校等において教科の主たる教材と

して使用される教科書については、民間で著作・編集された図書について、文部科学大臣が

教科書として適切か否かを審査し、これに合格したものを教科書として使用することを認め

る教科書検定制度が採用されている。 
 
３０２．小・中・高等学校の教育については、国民の教育を受ける権利を実質的に保障する

ため、①全国的な教育水準の維持向上、②教育の機会均等の保障、③適正な教育内容の維持、



④教育の中立性の確保などが要請されている。 
 
３０３．教科書の検定は、上記の要請を実現するために、これらの観点に照らして、不適切

と認められる内容を含む図書のみについて、主たる教材である教科書として発行することを

禁ずるものに過ぎず、一般図書として発行することを何ら妨げるものではないことから、表

現の自由の制限は合理的で必要やむを得ない限度のものである。この考え方は、１９９３年

３月１６日最高裁判所判決においても示され、その後の判決においても支持されているとこ

ろである。 
                                                                                 
（２）マスメディア（報道の自由）に対する規制  
（ａ）報道が放送による場合 
３０４．第４回報告のとおり。 
 
（ｂ）報道が新聞による場合 
３０５．新聞報道を規制する法令はなく、新聞は自らが定めた「新聞倫理綱領」を指導原理

として、新聞に課された社会的使命を果たしている。 
 
３０６．報道が正確な内容を持つためには、報道のための情報を集める取材の自由を保障す

ることが必要であるが、取材活動が第三者の権利や公共の利益に抵触する可能性もある。取

材行為の許されない限界として、裁判例（最高裁判所１９７８年５月３１日小法廷決定）は

「報道機関といえども、取材に関し他人の権利・自由を不当に侵害することのできる特権を

有するものでないことはいうまでもなく、取材の手段・方法が贈賄、脅迫、強要等の一般の

刑罰法令に触れる行為を伴う場合は勿論、その手段・方法が一般の刑罰法令に触れないもの

であっても、取材対象者の個人としての人格の尊厳を著しく蹂躙する等法秩序全体の精神に

照らし社会観念上是認することのできない態様のものである場合にも、正当な取材活動の範

囲を逸脱し違法性を帯びるものといわなければならない」ことを明らかにしている。 
 
２． 犯罪被害者の権利の保護 
（１）犯罪被害者保護 
３０７．我が国は、２０００年５月、犯罪被害者保護のため、「刑事訴訟法及び検察審査会

法の一部を改正する法律」及び「犯罪被害者等の保護を図るための刑事手続に付随する措置

に関する法律」を制定した。これらの法律により、①性犯罪の被害者や年少者等の証人の不

安や緊張を和らげるため、法廷において、証人の供述中、適当な者を証人に付き添わせるこ

とができ（刑訴法第１５７条の２）、②被害者が証言する際に、証人と被告人又は傍聴人と

の間に、遮へい措置を設けることができることとし（刑訴法第１５７条の３）、また、③ビ

デオリンク方式による証人尋問（刑訴法第１５７条の４）を導入するなどして、公判におけ



る被害者保護を行うこととした。また、刑事被告事件の係属する裁判所の裁判長は、被害者

又は被害者が死亡した場合等におけるその配偶者等から公判手続の傍聴の申出があるとき

は、申出をした者が傍聴できるよう配慮しなければならないこととし（犯罪被害者等の保護

を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律第２条）、刑事被告事件の係属する裁判

所は、被害者等から訴訟記録の閲覧又は謄写の申出があるときは、正当な理由がある場合で

あって、相当と認めるときは、申出をした者にその閲覧又は謄写をさせることができるとし

た（同法第３条）。 
 
３０８．少年保護事件においても、刑事訴訟法中、裁判所の行う証人尋問に関する規定は、

保護事件の性質に反しない限り、家庭裁判所が証人尋問を行う場合に準用されており（少年

法第１４条第２項）、上記の①ないし③の制度が刑事被告事件と同様に導入されている。ま

た、２０００年１１月の少年法の一部改正において、裁判所は、被害者等から事件記録の閲

覧又は謄写の申出があるときには、正当な理由がある場合で、少年の健全育成に対する影響

等の事情を考慮して相当と認めるときには、申出をした者にその閲覧又は謄写をさせること

ができるとした（同法第５条の２）。 
  
（２）被害者等通知制度 
３０９．１９９９年４月から犯罪被害者等に対し、事件の処理結果や刑事裁判の結果などを

通知する被害者等通知制度を全国の検察庁において実施している。 
 
３１０．また、受刑者の釈放に関する情報を知りたいという被害者等の一般的な要望に応え

るため、検察庁から被害者に対し、釈放前に懲役などの執行終了による満期出所予定の年月

を、また、釈放後に釈放年月日を、通知する制度を２００１年３月から導入した。 
 
３１１．さらに、２００１年１０月から、被害者が同じ犯人から再び被害を受けることを防

止し、その保護を図ることを目的とし、法務省が警察との緊密な連携の下に再被害防止対策

を講じるため、行刑施設及び地方更生保護委員会から、警察に対し、警察からの照会に応じ

て通知し、又は必要と認める場合、受刑者の釈放予定、予定年月日及び帰住予定地等を通報

する制度及び被害者が加害者との接触回避等の措置を講じることにより再被害を避けるこ

とができるよう、検察庁から被害者に対し、受刑者の釈放予定、予定時期及び帰住予定地等

を通知する制度を導入した。 
 
３１２．２０００年１１月の少年法の一部改正において、少年保護事件においても、家庭裁

判所は、終局決定をした場合において、被害者等から申し出があるときは、少年の健全な育

成を妨げるおそれがあり相当でないと認めるときを除き、審判結果等を通知するとした（少

年法第３１条の２）。 



 
（３）被害者等に対する不起訴記録の開示 
３１３．不起訴記録については、非公開が原則とされるが、被害者等が民事訴訟等において

被害回復のため損害賠償請求権及びその他の権利を行使するのに必要と認められる場合に

は、被害者等からの請求であっても、客観的証拠で、かつ、代替性のないものについては、

これに応じるなど弾力的な運用を行っている。 
                                                                                 
３１４．犯罪被害給付制度は、人の生命又は身体を害する犯罪行為により、不慮の死を遂げ

た被害者の遺族又は重傷病を負い若しくは障害が残った被害者に対し、国が一時金として犯

罪被害者等給付金（「遺族給付金」、「重傷病給付金」、「障害給付金」の３種類）を支給する

ものである。 
 
３１５．この制度は、１９７４年に発生した過激派集団による無差別的爆破事件を契機に、

こうした爆弾事件やいわゆる通り魔殺人事件の被害者の救済を求める世論が高まったこと

を踏まえ設けられ、この制度を定める犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律は１９８１

年１月から施行された。その後、１９９５年の地下鉄サリン事件等の無差別殺傷事件の発生

等を契機に、被害者の置かれた悲惨な状況が広く国民に認識されるに伴い、制度の拡充を始

めとして被害者に対する支援を求める社会的な気運が急速に高まったことを踏まえ、犯罪被

害者等給付金支給法の一部を改正する法律（２００１年４月公布）により、２００１年７月

から支給対象及び支給額を拡充した。 
 警察では、被害の届け出を受理し、犯罪の捜査を行うという面で犯罪被害者と密接な関係

を有しており、被害の回復・軽減、再発防止等について犯罪被害者から大きな期待を寄せら

れていることから、犯罪被害者の視点に立った犯罪被害者のための指定被害者支援要員制度

や相談・カウンセリング体制の整備など、各種施策の推進に努めている。 
 また、多くの犯罪被害者は、捜査の進行状況や被害者が受けた処分等について非常に高い

関心を持っていることから、被害者連絡制度を導入し、犯罪被害者等に対して事件に関する

情報を提供している。 
 これに加え、犯罪被害者等が同じ加害者から再び危害を受けることを防止するため、従来

から犯罪指導・警戒措置等の再被害防止措置を講じてきたが、２００１年８月に、継続的な

再被害防止措置を講じる必要がある犯罪被害者等の再被害防止対象者への指定、法務関係機

関との連携強化を盛り込んだ再被害防止要綱を制定し、再被害防止のための施策を強化して

いる。  
 
第２０条：戦争等の宣伝の禁止 
３１６．差別、敵意又は暴力の扇動となる国民的、人種的又は宗教的憎悪の唱道は、それが、

特定の個人や団体の名誉や信用を害する内容を有すれば、刑法の名誉毀損罪（第２３０条）、



侮辱罪（第２３１条）又は信用毀損・業務妨害罪（第２３３条）で処罰されるほか、特定個

人に対する脅迫的内容を有すれば、刑法の脅迫罪（第２２２条）、暴力行為等処罰に関する

法律の集団的脅迫罪（第１条）、常習的脅迫罪（第１条の３）により処罰され、また、その

教唆犯（刑法第６１条）又は幇助犯（同法第６２条）として処罰され得る。 
 
３１７．法務省の人権擁護機関は、これまでも、いわゆる差別落書きや差別投書といった差

別表現の流布や個人又は団体を誹謗中傷し、そのプライバシーを侵害するような行為につい

ては、これを看過することのできない問題としてとらえ、様々な機会を通じて人権尊重思想

の啓発に努めるなど、その解消のため積極的に取り組んできたところであり、そのような事

案を認知した場合には、行為者の特定に努め、行為者が判明すれば、その者に対して指導・

啓発するなどして、人権侵害による被害の救済及び予防を図っている。 
 
３１８．近年、インターネット上での差別表現の流布等が大きな問題となっているが、この

ことは、法務省の人権擁護機関としても、人権擁護上看過することのできない問題であると

考えており、具体的な事案を認知した場合には、表現の自由等に十分配慮しつつ、掲示板の

管理者等に対して削除依頼を行うほか、事案に応じて、上記記載の各種取組を行っていると

ころである。 
                                                                                 
第２１条：集会の権利 
３１９．伝染病予防法の廃止について、本報告第９条１．（３）参照。 
                                                                                 
第２２条：結社の自由 
１．労働組合 
（１）労働組合の数、組織率 
３２０．２００３年６月３０日現在における労働組合員数は１０，５３１千人、推定組織率

は１９．６％である。 
 
（２）労働委員会における救済 
３２１．第４回報告のとおり。 
 
（３）不当労働行為の申立（腕章着用問題） 
３２２．政府としては腕章着用問題は、準司法的手続である不当労働行為の審査手続に関す

る問題であることから、独立行政委員会である中央労働委員会が独自の判断で行う対応を尊

重すべきと考える。 
  なお、中央労働委員会では以下のように考えている。 
（a)中央労働委員会では、会長の審査指揮権に基づき、従来から審問廷における秩序を維持



し、手続きの公正さを確保するため、当事者及び傍聴者の腕章の着用を認めない方針をとっ

ている。これは、①「審査は、会長が指揮して行う。」（旧労働委員会規則第３３条第３項。

現行規則第３５条第２項）、②「会長は公正な審問の進行を確保するために、当事者及び関

係人並びに傍聴者に対して、必要な指示をすることができる。」（旧労働委員会規則第４０条

第１２項。同趣旨の規定としては現行規則第４１条の７第７項）という根拠に基づくもので

ある。 
（ｂ）我が国においては、準司法機関である中央労働委員会は、司法機関が法廷の秩序を維

持する権限と義務を有しているのと同様に、審問廷の秩序を維持する権限と義務を有してお

り、このことは２００４年の法律改正によって法律上明記されている（労働組合法（昭和２

４年法律第１７４号）。同法第２７条の１１等は、審問を妨げる者に対し退廷を命じ、その

他審問廷の秩序を維持するために必要な措置を執ることができる旨定めている）。 
（ｃ）したがって、中央労働委員会が、審問廷において腕章の着用を認めていないのは、そ

れが労働組合に加入していることを理由とするものではなく、あくまでも審問廷の秩序を維

持し、手続きの公正さを確保するためである。 
（ｄ）なお中央労働委員会としても、審問を実施することは、最重要事項と考えており、上

記方針を堅持しつつ関係者の協力を得て、２０００年４月以降は、事実として腕章の着用を

理由に審問を拒絶したことはない。 
 
２．解釈宣言 
３２３．政府は、我が国の消防は、その成立以来警察組織の一部門とされていたところであ

り、１９４８年に組織としては警察から分離されたが、任務、権限の性質、内容には基本的

には変わりはないこと、現行法制上、国民の生命、身体及び財産を保護し、安寧秩序を保持

するという警察と同様な目的、任務を与えられ、かつ、その職務の遂行に当たり警察と同様

に広範な強制権限を与えられていること、実際の活動に当たっては、警察と同様、厳正な規

律と統制のとれた迅速果敢な部隊活動が要求されることなどから、ＩＬＯ第８７号条約第９

条にいう「警察」に含まれると解してきたところである。 
 
３２４．この点については、２度にわたりＩＬＯの結社の自由委員会において審理され、い

ずれも我が国の消防を「警察に類する若干の公務」とみて条約適用上の問題はなく、これ以

上ＩＬＯにおいて審議する必要はないという結論が出された（１９５４年第１２次報告第３

３項～第３６項及び１９６１年第５４次報告第９３項及び第９４項）。また、国内的にも、

１９５８年に、公労使の三者構成による労働問題懇談会の条約小委員会において、同様の見

解が示されているところであり、これらに基づいて、１９６５年に我が国はＩＬＯ第８７号

条約を批准したものである。 
 
３２５．政府は、この見解に基づき、１９７８年、本規約第２２条２の「警察の構成員」に



我が国の消防が含まれるとの解釈宣言を行い、同規約を締結したものである。また、消防職

員の団結権問題については、関係者が精力的に協議を重ねた結果、１９９５年に国民的コン

センサスの得られる解決策として、消防職員委員会という新たな仕組みを導入することにつ

いて合意したところであり、同年１０月２０日、各消防本部に同委員会を置くこと等を内容

とする消防組織法の一部を改正する法律案が、国会において与野党全会一致で可決成立し、

１９９６年１０月１日から施行された。この制度は、消防職員が現に勤務する各消防本部に

おいて、消防職員の参加を得て、勤務条件等の改善を行い、また、個別の勤務条件等に関す

る問題を処理するものである。この解決策については、１９９５年６月のＩＬＯ総会条約勧

告適用委員会において、満足をもって歓迎するとの報告書が採択されたところである。 
 
３２６．政府としては、今後とも、労働団体、消防本部等関係機関との連携を図りつつ、こ

の制度が円滑に運用され、定着されていくよう努めていく所存である。以上のような本規約

の締結時の見解及びその後の経緯にかんがみれば、第２２条２の「警察の構成員」に我が国

の消防が含まれるとの解釈宣言を変更する必要はないと考える。 
                                                                                 
第２３条：家族、婚姻に関する権利 
３２７．女性の再婚禁止期間を６ヶ月とする民法第７３３条の規定は、女性が離婚後直ちに

再婚することによって、出生した子の父が前婚の夫か後婚の夫か不明となることを防ぎ、親

子関係を安定させる必要から設けられたものであって、合理的な理由に基づくものである。 
 
３２８．また、男性の婚姻適齢を１８歳、女の婚姻年齢を１６歳とする民法第７３１条の規

定は、婚姻によって成立する家族が社会の基礎的構成単位であり、肉体的及び精神的な能力

を未だ備えない年少者については婚姻を認めないという趣旨で設けられたものである。肉体

的及び精神的な発育において男女間に差があることは一般的に認められているところであ

り、この差異を考慮して男女の婚姻年齢に差異を設けたものであって、合理的な理由に基づ

くものである。 
 
３２９．他方、上記のような婚姻制度の在り方については、これをめぐる社会の状況の変化

があれば、その変化に応じて制度を見直していく必要があることはいうまでもない。こうし

た観点から、法務大臣の諮問機関である法制審議会は、１９９１年１月から、民法の婚姻制

度等に関する規定の見直し作業を進めてきた結果、１９９６年２月、同大臣に対し、「民法

の一部を改正する法律案要綱」を答申した。この要綱に掲げられた改正事項のうち、婚姻及

び離婚法制に関する主な項目は、第４回報告のとおりである。 
 
３３０．なお、これらの改正事項については、国民の意見が分かれており、１９９６年６月

に実施された「家族法に関する世論調査」の結果をみると、民法の改正についてはいまだ大



方の支持が得られたとは言い難く、現在国民の意見の動向を注視している状況にある。ただ

し、夫婦の称する氏については、現行法では、夫婦は、婚姻の際の合意により夫又は妻の氏

を称するものとされているのを改め、夫婦は、婚姻の際の合意により、夫若しくは妻の氏を

称するか、又は各自婚姻前の氏を称するとする選択的夫婦別氏制度の導入に関し、２００１

年５月に実施された「選択的夫婦別氏制度に関する世論調査」で、同制度を導入しても構わ

ないとする者の割合が４２．１％となり、同制度に対する国民の理解が進んでいる状況が示

された。 
                                                                                 
第２４条：児童の権利 
１．総論 
（１）児童の権利条約選択議定書 
３３１．我が国は、２００５年１月、児童の売買、児童買春及び児童ポルノに関する児童の

権利に関する条約の選択議定書を締結した。また、同議定書を締結するため、児童買春・児

童ポルノ禁止法については、児童ポルノ、児童買春に対する処罰を強化する改正を行い、児

童福祉法については、児童の取引につき国外犯を設定する改正を行った。 
 
３３２．また、我が国は、２００４年８月、武力紛争における児童の関与に関する児童の権

利に関する条約の選択議定書を締結した。 
 
（２）国際的取組 
３３３．２００１年１２月、我が国は、国際連合児童基金（ユニセフ）、国際ＮＧＯである

ＥＣＰＡＴインターナショナル及び児童の権利条約ＮＧＯグループとの共催により、横浜に

て「第２回児童の商業的性的搾取に反対する世界会議」を開催した。同会議には、総計１３

６ヶ国の政府、国外から１４８のＮＧＯ、日本から１３５のＮＧＯ及び２３の国際機関等、

児童を含む総計３，０５０人が参加した。会議最終日には、児童買春、児童ポルノ及び性的

搾取目的の児童のトラフィキングの根絶に向けた国際社会の取組の促進を呼びかける宣言

「横浜グローバル・コミットメント２００１」が採択された。 
 
３３４．また、２００３年２月、我が国は、上記世界会議のフォローアップとして、国際連

合児童基金（ユニセフ）との共催により、東京において「児童のトラフィキング問題に関す

る国際シンポジウム」を開催した。同シンポジウムには、児童のトラフィキング問題の解決

に取り組んでいる東南アジア地域７ヶ国のＮＧＯ代表１２名及びユニセフ現地事務所職員

が参加し、４つのセッション（「予防措置」、「被害者の保護・リハビリテーション」、「被害

者の帰還及び社会への再統合」、「法的措置−訴追等」）において、現状報告及び活発な討議
が行われた。また、国内ＮＧＯ、学術関係者、外交団、国際機関等のべ１８８人が出席し、

質疑応答、全体討論に参加した。 



 
３３５．国際化する児童買春・児童ポルノ事犯に応じた対策の強化としては、児童買春・児

童ポルノ法に設けられた国外犯の処罰規定を適用した取締りを推進しているほか、２００２

年からＧ８ローマ/リヨン・グループにおける児童の性的搾取に関する国際データベースプ
ロジェクトに参加している。また、２００２年から「東南アジアにおける児童の商業的・性

的搾取対策に関するセミナー」を毎年開催し、各国捜査機関やＮＧＯとの一層の連携を図っ

ている。 
 
２．国籍を取得する権利 
３３６．我が国の国籍法は、出生による国籍取得につき、出生の時に父又は母が日本国民で

あるときは、出生により日本国籍を取得すると規定し（国籍法第２条第１号）、法律上の親

子関係が認められる限り、嫡出子、嫡出でない子に関わらず、日本国籍を取得するものとし

ており、差別はない。 
                                                                                 
３．児童の保護 
（１）入管施設における児童の収容 
３３７．我が国の退去強制手続は身柄を収容して進めることとされており、未成年者であっ

ても例外ではないが、収容令書又は退去強制令書の執行に際しては、年齢、健康状態等にか

んがみ、人道的配慮を要する場合には、職権又は請求により入国者収容所長又は主任審査官

が仮放免を許可するなど、人権保障の観点にも十分配慮した運用を行っている。 
 
３３８．特に、退去強制手続を受ける未成年者については、従来から「児童の権利に関する

条約」の趣旨に則り、人道的配慮と退去強制の実現確保との調整を図りつつ、仮放免を弾力

的に運用するなどして最小限の収容にとどめるとともに、収容時の処遇についてもいわゆる

児童の最善の利益をも考慮しつつ適切に対応している。未成年者を収容する場合には、原則

として、その親と同性である場合及びその親と性が異なる場合でも保護又は看護が必要であ

ると認められるときは同室に収容することとなるが、未成年者については、収容施設の管理

運営上可能な範囲内で、親を除く他の成人被収容者とは別の居室に収容するよう努めており、

親と同室に収容しない未成年者については、保安上支障のない範囲内で、親と面接する機会

を確保するよう配慮している。 
 
（２）児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律 
３３９．「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」（児童

買春・児童ポルノ法）は、児童に対する性的搾取及び性的虐待が児童の権利を著しく侵害す

ることの重大性にかんがみ、児童買春、児童ポルノに係る行為等を処罰するとともに、これ

らの行為等により心身に有害な影響を受けた児童の保護のための措置等を定めることによ



り、児童の権利の擁護に資することを目的として、１９９９年１１月から施行された（同法

第１条）。 
                                                                                 
３４０．さらに、児童の権利の擁護に関する国際的動向（児童売買等に関する児童の権利条

約選択議定書、サイバー犯罪条約）を踏まえ、また、児童の権利の擁護を一層促進するため、

児童買春周旋の罪等の法定刑の引き上げ並びにインターネット等における児童ポルノの画

像データの提供及び特定・少数の者に対する児童ポルノの提供の犯罪化等を内容とする同法

を改正する法律が、２００４年７月施行された。 
 
３４１．児童買春や児童ポルノに代表される児童の性的搾取は、その防止及び根絶が国際的

にも重要な課題となっており、警察では、同法に基づく取締りを積極的に推進しているほか

（別紙⑩）、取締りの徹底を図るための体制強化、各種広報媒体を通じた児童の性的搾取防

止と同法内容についての広報啓発活動の実施や、被害児童の保護等に努めている。また、こ

うした事犯の被害に児童が遭わないよう、児童買春事犯の温床となることが多い出会い系サ

イト、テレホンクラブ等に関し、これらを利用した犯罪の実態等について広報啓発活動を推

進している。また、２００３年に「インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する

行為の規制等に関する法律」が施行され、いわゆる出会い系サイトを利用して、児童に性的

関係を持つよう誘ったり、対償を示して交際を求めたりする行為の取締りを推進している。

被害児童に対しては、女性警察官に事情聴取を担当させるなど被害児童の精神的負担の軽減

に努めるとともに、少年補導職員等の警察職員が中心となって、カウンセリング等の継続的

な支援を行っている。 
 
（３）児童虐待 
（ａ）児童虐待防止  法と児童福祉法の改正  
３４２． ２０００年１１月の「児童虐待の防止等に関する法律」施行以降、児童虐待防止
に向けた本格的な取組に着手しているが、その更なる充実強化を図るため、２００４年には

２つの制度見直しが行われた。まず、改正児童虐待防止法については、２００４年４月に成

立、同年１０月に施行されたが、主な改正事項は、①児童虐待の定義の見直し、②国及び地

方公共団体の責務の改正、③児童虐待にかかる通告義務の拡大、④警察署長に対する援助要

請等、⑤面会・通信制限規定の整備、⑥児童虐待を受けた児童等に対する学業の遅れに対す

る支援、進学・就職の際の支援等に関する規程の整備を行った。 
 また、改正児童福祉法については、２００４年１１月に成立、同年１２月に公布され、順

次施行されている。主な改正事項として、①児童相談に関する体制の充実について、児童相

談に関する市町村の役割を法律上明確にし、児童相談所の役割を専門性の高い困難な事例へ

の対応や市町村の後方支援に重点化するとともに、地方公共団体に要保護児童に関する情報

の交換や支援の協議を行う協議会（ネットワーク）の設置を可能にし、その運営に関する必



要な規定の整備を行った。②児童福祉施設、里親等の見直しについて、施設入所児童の年齢

要件の見直し、退所後のアフターケア、監護・教育・懲戒に関する里親の権限の明確化を行

った。③保護を要する児童に関する司法関与を見直し、保護者に対する児童相談所の指導措

置について、家庭裁判所が関与できる仕組みを導入する等の措置を講じた。  
 
（ｂ）児童虐待の実態 
３４３．しかし、全国の児童相談所に寄せられる虐待に関する相談処理件数は、同法が施行

される直前の１９９９年度の１１，６３１件から、２００３年度の２６，５６９件と２倍以

上に増加している。また、都道府県が児童の親の意に反して当該児童の施設入所を家庭裁判

所に申し立てるなど、対応が難しいケースも増加している。 
 
３４４．虐待の背景は多岐に渡ることから、児童虐待を防止し、すべての児童の健全な心身

の成長、自立を促していくためには、発生予防から早期発見・早期対応、保護・支援・アフ

ターケアに至るまでの切れ目のない総合的な支援を講じるとともに、福祉関係者のみならず、

医療、保健、教育、警察などの地域の関係機関の協力体制の構築が不可欠であることから、

住民に最も身近な市町村における虐待防止ネットワークの設置を促進しているところであ

る。 
                                                                                 
（ｃ）取締り  
３４５．児童に対する暴力については、刑法上の暴行罪、傷害罪、保護責任者遺棄罪等によ

る処罰の対象となることがあり、被害児童が死亡するなど結果が重大な事案については、殺

人罪や傷害致死罪等により重い刑罰を科すことが可能である。また、性的自由を侵害する行

為に対する刑罰法規としては、刑法上の強制わいせつ罪、強姦罪、児童買春・児童ポルノ法

の児童買春周旋の罪、児童福祉法の児童に淫行をさせる罪等がある。児童に対する虐待がこ

れらの刑罰法規に当たる場合には、事案に応じ、適切な捜査処理及び科刑の実現が図られて

いる。 
 
３４６．児童虐待を処罰しうる法令は以下のとおりである。 
○殺人罪（死刑又は無期若しくは５年以上の懲役、刑法第１９９条） 
○傷害致死罪（３年以上の有期懲役、同法第２０５条） 
○傷害罪（１５年以下の懲役又は５０万円以下の罰金、同法第２０４条） 
○保護責任者遺棄罪（３月以上５年以下の懲役、同法第２１８条） 
○重過失致死罪（５年以下の懲役若しくは禁錮又は５０万円以下の罰金、同法第２１１条後

段） 
○強姦罪（３年以上の有期懲役、同法第１７７条） 
○強制わいせつ罪（６月以上１０年以下の懲役、同法第１７６条） 



○常習傷害の罪（１年以上１５年以下の懲役、暴行力行為等処罰ニ関スル法律第１条の３） 
○児童買春周旋の罪（３年以下の懲役又は３００万円以下の罰金、児童買春・児童ポルノ法

第５条１項） 
○売春周旋の罪（２年以下の懲役又は５万円以下の罰金、売春防止法第６条１項） 
○児童に淫行をさせる罪（１０年以下の懲役又は５０万円以下の罰金、児童福祉法第６０条

１項 。なお、同条項の法定刑を「１０年以下の懲役又は３００万円以下の罰金又は併科」
とする法改正が成立し（２００３年７月１６日法律第１２１号）、２００５年４月１日から

施行される。） 
                                                                                 
（ｄ）厚生労働省による取組 
(i)発生予防 
３４７．子育て中の親子に対する交流・つどいの場の提供や保育所等に地域子育て支援セン

ターを拡充することなどにより、子育て不安の軽減や地域からの孤立化の解消、１歳６か月

児・３歳児健康診査における育児不安等に対する心理相談の充実や集団指導の実施など、母

子保健活動の充実に取り組んでいる。また、広報誌、ポスター等様々な媒体を活用して広報・

啓発活動に努めている。 
 
(ii)早期発見・早期対応 
３４８．児童相談所の体制を強化するため、児童や家庭の相談等に応じる児童福祉司の増員

や児童虐待対応協力員の配置、地域の関係機関が一体となって本問題に対応するための市町

村における虐待防止ネットワークの拡大、児童家庭支援センターの拡充等に取り組んでいる。 
 
(iii)保護・支援・アフターケア 
３４９．児童養護施設等の受け入れ体制の整備や充実を図り、児童、保護者等への指導体制

を充実するために、心理療法担当職員や被虐待児個別対応職員を配置するとともに、児童相

談所において地域の精神科医の協力を得て保護者へのカウンセリングを強化し、専門的な援

助技術を持った専門里親等の活用等を行っている。 
 
(iv)今後の取組 
３５０．今後の児童虐待防止対策の具体的な取り組みの方向性は以下の通りであり、引き続

きこうした観点から施策を充実させていくこととしている。 
 ① 発生予防から虐待を受けた子どもの自立に至るまでの切れ目のない支援 
 ② 待ちの支援から支援を要する家庭への積極的なアプローチによる支援に転換 
 ③ 家族再統合や家庭の養育機能の再生・強化を目指し、親も含めた家族支援 
 ④ 虐待防止ネットワークなど市町村の取組を強化



 
（ｅ）警察による取組 
３５１．児童虐待事案は、早期に認知することが重要であることから、警察では、街頭補導、

少年相談、急訴事案の取扱い等の様々な警察活動の機会をとらえて、発見に努めている。ま

た、被害児童を発見した場合には、速やかに児童相談所に通告するほか、児童虐待事案が犯

罪に当たる場合には、児童を保護する観点から、適切な事件化に努めている。 
 
（ｆ）人権擁護機関による取組  
３５２．法務省の人権擁護機関では、これまでも児童虐待を重大な人権問題であるととらえ、

児童虐待解消のため、積極的に取り組んでいるところであり、具体的には、人権擁護委員の

中から選任された約７００名の「子どもの人権専門委員」を中心に、「子どもの人権１１０

番」という電話相談窓口や「子どもの人権相談所」を設けるなどして、児童虐待を含め子ど

もに対する人権侵害の早期発見に努めるとともに、児童虐待事案を認知した場合には、児童

相談所等の関係機関と連携協力して、その解決に努め、必要に応じて、人権侵犯事件として、

自ら調査し、関係者に対し啓発を行うなどしてきた。 
 
３５３．また、２０００年１１月に「児童虐待の防止等に関する法律」が施行されたことに

伴い、児童相談所など関係機関との連携を一層強化し、被害者の救済に努めている。 
 
３５４．なお、法務省の人権擁護機関が、人権侵犯事件として取り扱った児童虐待に係る件

数は、２０００年が６３４件、２００１年が６４４件、２００２年が５５８件、２００３年

が５２９件となっている。 
 
（４）体罰の禁止 
３５５．体罰は学校教育法第１１条により厳に禁止されているところであり、文部科学省で

は、同法の趣旨が実現されるようにあらゆる機会を通じて教育関係機関を指導している。 
                                                                                 
３５６．法務省の人権擁護機関では、「子どもの人権１１０番」等における人権相談や新聞

情報等で体罰に関する申告や情報を得た場合には、児童に対する人権侵害による被害の救済

及び予防を図るという立場から、関係者から事情聴取する等して事実の調査を行い、その結

果に基づいて、体罰を加えた教師及びその教師が所属する学校の長等に対し、人権思想の啓

発や再発防止の方策を要望する等の事案に応じた措置をとっている。さらに、学校、地域社

会等とも連携を図り、啓発活動を行っている。２０００年、２００１年、２００２年、２０

０３年における体罰事件の件数は、それぞれ２３６件、２５２件、２３６件、２７５件であ

った。 



 
（別紙⑩） 

児童買春・児童ポルノ法による検挙状況
１９９９年１１月～１２月

３８件 ４２人
２０件 ２０人

うちテレホンクラブ営業に係るもの １７件（８５％） １７人（８５％）
うち出会い系サイト利用に係るもの 　０件 　０人（　０％）

１８件 ２２人
　９件（５０％） １０人（４５％）

２０００年１月～１２月
１１５５件 ７７７人
　９８５件 ６１３人

うちテレホンクラブ営業に係るもの 　４７６件（４８％） ３１９人（５２％）
うち出会い系サイト利用に係るもの 　　４０件（　４％） ２１人（３％）

　１７０件 １６４人
　１１４件（６７％） ８５人（５２％）

２００１年１月～１２月
１５６２件 １０２６人
１４１０件 ８９８人

うちテレホンクラブ営業に係るもの ５０３件（３６％） ３５７人（４０％）
うち出会い系サイト利用に係るもの ３７９件（２７％） ２３７人（２６％）

１５２件 １２８人
１２８件（８４％） ９９人（７７％）

２００２年１月～１２月
２０９１件 １３６６人
１９０２件 １２０１人

うちテレホンクラブ営業に係るもの ４７８件（２５％） ３５６人（３０％）
うち出会い系サイト利用に係るもの ７８７件（４１％） ４９３人（４１％）

１８９件 １６５人
１４０件（７４％） １０４人（６３％）

２００３年１月～１２月
１９４５件 １３７４人
１７３１件 １１８２人

うちテレホンクラブ営業に係るもの ２１２件（１２％） １７４人（１５％）
うち出会い系サイト利用に係るもの ７９１件（４６％） ５６８人（４８％）

２１４件 １９２人
１０２件（４８％） １００人（５２％）

（警察庁）

　　　　　合　　　　　　計
　　　児　  童　  買　　  春     事　  件

　　　児　 童　 ポ 　ル 　ノ 　事      件
うちインターネット利用に係るもの

　　　　　合　　　　　　計
　　　児　  童　  買　　  春     事　  件

　　　児　 童　 ポ 　ル 　ノ 　事      件
うちインターネット利用に係るもの

　　　　　合　　　　　　計
　　　児　  童　  買　　  春     事　  件

　　　児　 童　 ポ 　ル 　ノ 　事      件
うちインターネット利用に係るもの

　　　　　合　　　　　　計
　　　児　  童　  買　　  春     事　  件

　　　児　 童　 ポ 　ル 　ノ 　事      件
うちインターネット利用に係るもの

　　　　　合　　　　　　計
　　　児　  童　  買　　  春     事　  件

うちインターネット利用に係るもの
　　　児　 童　 ポ 　ル 　ノ 　事      件



 
第２５条：参政権 
３５７．これまでの報告のとおり。 
 
第２６条：法の下の平等 
１．嫡出でない子の取扱い 
（１）嫡出でない子の相続分 
３５８．嫡出でない子の法定相続分を嫡出である子のそれの２分の１としている我が国の民

法の規定（第９００条第４号ただし書）については、法律上の婚姻により成立する夫婦とそ

の間の子からなる家族を保護する目的で設けられた合理的なものである。ただし、相続をめ

ぐる社会の状況の変化に応じて、制度を見直していく必要があることは、第４回報告のとお

りである。 
 
（２）戸籍上の表記 
３５９．  戸籍上の表記の違いについては、民法上、嫡出子と摘出でない子の区別が存在す
ることから、親族関係を登録・公証することを目的とする戸籍において、この区別をそのま

ま記載しているものであって、不合理な差別とは言えない。 
 しかし、戸籍の父母との続柄欄の記載方法については、２００４（平成１６）年３月２日

に東京地方裁判所で言い渡された判決（同裁判所１９９９（平成１１）年（ワ）第２６１０

５号事件）において、戸籍の父母との続柄欄における嫡出子と嫡出でない子を区別した記載

について、プライバシー権との関係で問題を指摘する判断が示された。 
 この判決の指摘や父母との続柄欄の記載を改めたいとする国民からの要望なども踏まえ

て、２００４（平成１６）年１１月１日法務省令第７６号をもって戸籍法施行規則の一部が

改正され、嫡出でない子の戸籍における父母との続柄の記載は、嫡出子と同様とすることと

され、従前の戸籍記載については、当事者の申出に基づいて更正できることとされた。 
                                                                                 
２．同和問題 
３６０．日本国憲法は日本国民の法の下の平等を保障しており、同和関係者に関して法制度

上の差別は一切存在しない。 
 
３６１．政府は、同和問題の早期解決に向け、１９６９年以降、３つの特別措置法に基づき、

同和地区・同和関係者に対象を限定した特別対策を実施してきた。この特別対策は、同和問

題に関する国の審議機関であった同和対策審議会の１９６５年の答申の趣旨等を踏まえ、同

和地区の経済的な低位性と、劣悪な生活環境を、期限を限った迅速な取組によって早急に改

善することを目的として実施されてきたものであり、その推進を通じて、同和問題の解決、

すなわち部落差別の解消を目指したものであった（別紙⑪）。 



 
３６２．これまでの国、地方公共団体の長年の取組によって、生活環境をはじめ様々な面で

存在していた較差が大きく改善され、同和地区を取り巻く状況は大きく改善された。１９９

３年度の旧総務庁が実施した同和地区実態把握等調査結果（別紙⑫）では、住宅環境の状況

は同和地区内の住宅の平均室数が全国平均を上回り、市町村道の整備状況などにおいても、

同和地区内の整備率が市町村全体の整備率を上回っている。また、同和関係者とそれ以外の

人々の結婚が若年層においては大多数となっており、差別意識面についてみても確実に解消

してきていることがうかがえる。 
 
３６３．このことを踏まえ、地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法

律が失効する２００２年３月３１日をもって、特別対策は終了することとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(別紙⑪)
地域改善対策の経緯

１９６５年 同和対策審議会答申

↓

１９６９年 同和対策事業特別措置法制定（同対法：１０か年の限時法）
（１９７９年 ３年間延長）

↓

１９８２年 地域改善対策特別措置法制定（地対法：５か年の限時法）

↓

１９８７年 地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律制定
（地対財特法：５か年の限時法）

↓

１９９２年 地対財特法を５年間延長（１９９７年３月３１日が法期限）

↓

１９９３年度同和地区実態把握等調査（１９９５年度発表）

↓

１９９６年５月 地域改善対策協議会意見具申

（事業関係）特別対策は１９９７年３月末で終了し基本的には一般対策に移行
（教育啓発関係）人権教育・人権啓発に再構成
（被害救済関係）２１世紀にふさわしい人権侵害救済制度の確立を目指して鋭意検討

↓

年 月「同和問題の早期解決に向け1996 7
た今後の方策について」
閣議決定

○特別対策を一般対策に円滑に移行させる
（１５事業のみ経過的に法的措置 。）
○同和問題に関する差別意識の解消に向け 年 月 人権擁護施策推進法（５か年の限1996 12
た教育及び啓発に関する事業については、 時法）が臨時国会で成立
人権教育・人権啓発の事業に再構成して
推進する。 ↓

↓

年 月 地対財特法の一部改正法 年 月 人権擁護推進審議会設置1997 3 1997 3
（ 年 月 日が法期限）2002 3 31

○審議事項
①人権教育・啓発の基本的事項
（法務大臣、文部大臣、総務庁長官）

年 月 人権教育及び人権啓発の推 ②人権救済制度の在り方（法務大臣）2000 12
進に関する法律 ↓

（議員立法） 年 月 人権擁護推進審議会答申1999 7
（人権教育・啓発の基本的事項）

↓

年 月 人権擁護推進審議会答申2001 5
（人権救済制度の在り方）



 

（別紙⑫）

１９９３年度同和地区実態把握等調査結果（抄）

○住宅環境の状況（一世帯当たりの平均室数、平均畳数）

年度調査 年度調査 全 国1993 1985

平均室数 ５．５室 ５．３室 ４．９室

平均畳数 ３１．３畳 ３０．１畳 ３１．５畳

※全国：１９９３年住宅統計調査速報集計（総務庁統計局）

○市長村道の整備状況

同和地区内 市町村全体

改良率 ６１．６％ ４４．０％

○水田の整備状況

同和地区内 市町村全体

整備率 ６１．４％ ３９．０％

○婚姻の状況（出生地別夫婦組数）

夫婦とも地区の生ま 夫婦のいずれかが

れ 地区外の生まれ

今回調査 ％ ％57.5 36.6

25 24.5 67.9歳未満

25 29 25.6 67.4～ 歳

30 34 32.6 61.2～ 歳

35 39 40.6 54.3夫 ～ 歳

40 44 46.2 49.2～ 歳

45 49 51.7 42.2の ～ 歳

50 54 58.4 35.1～ 歳

55 59 65.6 27.7年 ～ 歳

60 64 71.0 23.1～ 歳

65 69 73.9 21.2齢 ～ 歳

70 74 76.9 16.9～ 歳

75 79 78.1 15.8～ 歳

80 79.4 14.1歳以上

60 65.6 30.3年度調査



 
第２７条：少数民族の権利 
１．アイヌ文化振興関連施策 
３６４．アイヌの人々の民族としての誇りが尊重される社会の実現を図り、あわせて我が国

の多様な文化の発展に寄与することを目的とした「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等

に関する知識の普及及び啓発に関する法律」が１９９７年７月に施行され、本法律に基づく

施策が講じられているところである。 
 
３６５．日本政府は、本法律に基づく施策の中心的な実施主体である財団法人アイヌ文化振

興・研究推進機構に対し所要の補助金を交付し、施策の充実を図るとともに必要な予算の確

保に努めている。 
 
３６６．なお、その施策は以下の４つの柱に基づき実施されており、こうした事業を通じて

アイヌ文化の保存と振興が図られるとともに、アイヌの伝統等に関する知識は広く国民に対

し着実に浸透してきている。また、法律の施行に伴うアイヌの文化や伝統等に対する関心の

高まりを契機として、様々な団体によるシンポジウムの開催、研究機関、資料館の開設等、

アイヌの文化や伝統等に関する取組は着実な広がりを見せている。 
 ○アイヌに関する総合的・実践的な研究の推進 
    ・アイヌ関連総合研究等への助成 
 ○アイヌ語の振興 
    ・アイヌ語ラジオ講座、アイヌ語弁論大会の開催等 
 ○アイヌ文化の振興 
    ・アイヌ工芸品展の開催、アイヌ文化フェスティバルの開催等 
 ○アイヌの伝統等に関する普及啓発 
    ・小・中学生向け副読本の作成、普及啓発講演会の開催等 
 
２．北海道アイヌ生活向上関連施策（旧名称「北海道ウタリ対策」） 
３６７．１９９９年に北海道庁が実施した「北海道ウタリ生活実態調査」によれば、１９９

３年の前回調査と比較して、アイヌの人々の生活水準は着実に向上しつつあるが、なお一般

道民との格差は是正されたとはいえない状況にある。このため、北海道庁は２００１年度を

もって終了した「第４次ウタリ福祉対策」に代わり、２００２年度から新たな対策「アイヌ

の人たちの生活向上に関する推進方策」を実施している。 
 
３６８．政府は、引き続き第４回報告で述べたとおり、北海道庁が進めている施策に協力し、

これを円滑に推進するため関係予算の充実に努めている。 
 



３６９．なお、施策の主な事業は次のとおりである。 
 ○高等学校等進学奨励事業 
 ○地方改善施設整備事業 
 ○農林漁業対策事業 
 ○中小企業振興対策事業 
 ○住宅資金等貸付事業 等   


